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第 1章 序論 

 

1.1. 研究背景 

近年，環境問題の解決や社会の持続的発展を目指して，社会資本整備において地域資源

を活用し，環境親和性に優れた構造材料の開発が求められている 1)~ 3)。地域資源のなかでも，

稲作地域では農業副産物であるもみ殻に対する有効な活用方法の確立が求められている。

国際連合食糧農業機関（Food and Agriculture Organization of the United Nations: FAO）の調査

によると，世界全体で 2014 年には年間約 7.4 億トンの玄米が生産された 4)。乾燥状態の質

量比約 20 %がもみ殻とすると，1.5 億トンものもみ殻が排出されたこととなる。このように

もみ殻は多量に排出されているにもかかわらず，十分に活用されていない。地域レベルで

見ても，例えば，新潟市では 2013 年において，もみ殻の 60 %（27,615 t /年）が未利用のま

ま廃棄されている 5)。もみ殻は現在，暗渠排水の疎水材や家畜飼料および燻炭として土壌改

良材に活用されている。その他の用途としては，施設園芸の暖房熱源や畜舎内の敷材があ

げられる。圃場内に廃棄されている地域も多くある。もみ殻をエネルギ資源として利用す

ることも試みられているが，費用対効果が小さく，もみ殻をガス化した際に排出されるも

み殻灰は未利用のままであるなど課題が多い 6)。もみ殻やもみ殻灰を有効活用することは地

域の持続的発展を可能にするうえでも重要であると考えられる。 

このような現状を踏まえて，既往研究では，もみ殻灰をコンクリート混和材として再活

用する試みが，数多く行われてきた 7)~9)。これらの研究から，もみ殻灰をセメント代替材（セ

メントをもみ殻灰で置換する）として使用することで，ポゾラン反応によって，材料の力

学性能や化学抵抗性が向上することが明らかにされている。一方，もみ殻灰を混和材とし

て実用化するうえで，2 つの課題が指摘されている。1 点目は，もみ殻灰でセメントを置換

することで，ワーカビリティが減少するという点である。十分なワーカビリティを確保す

るためには単位水量および高性能減水剤の添加量の増加が必要不可欠である 10)。このため，
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コストの増加が懸念されている。2 点目の課題は，もみ殻灰で置換することで環境負荷量が

どれだけ低減するのかが不明瞭であるという点である。 

1 点目の課題に対して，現在主に用いられているコンクリートではなく，セメント改良土

や酸化マグネシウム改良土（コンクリートと地盤材料との中間材料 11)）において，もみ殻

灰の活用を検討することが有効であると考えられる。これらの改良土は，高性能減水剤を

必要とせず，ワーカビリティの影響が限定的なためである。加えて，もみ殻灰の利点とし

て高い保水性 12), 13)と植物への肥効 14), 15)が明らかにされていることから，植物導入可能な緑

化基盤材として適用することで，さらに有用性を示すことができると考えられる。2 点目の

課題に対して，もみ殻灰の供給源から構造材料の製造，廃棄までの過程での環境負荷量を

試算する必要があると考えられる。 

国土が限定されている日本でどのように緑化資材を調達および循環させていくのか，コ

ンクリート構造物と比較してメンテナンスの必要性が大きいという緑化基盤材（緑化資材

を用いて造成された基盤材）の問題にどのように対応していくのか，という 2 点の課題を

挙げることができる 16)。この課題の解決には，緑化資材に地域資源を活用するとともに，

その緑化基盤材を適切に維持管理することが必要であると考えられる。緑化基盤材は植物

根系の発達を阻害しない空隙構造が求められる多孔質材料である。多孔質材料の力学的性

質の問題点は，各種応力場で最小強度部位において応力集中に伴う破壊が進行することに

ある 17)。一般的に脆性材料の破壊現象は，確率論的観点から最弱リンク説 18)により説明で

きる。この考え方に基づくと，開発材料においては，均質性を仮定できる構造材料と比較

して，局所的なひび割れによって低強度で破壊が進行すると予測される。このため，応力

ひずみ曲線に基づく評価に加えて，破壊過程でのひび割れの挙動を評価することで基盤の

適切な維持管理につながるものと考えられる。 
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1.2. 研究目的および方法 

 以上の研究背景を踏まえて，本研究では，もみ殻灰の有効活用による環境親和性に優れ

た緑化基盤材の開発およびその材質評価法の提案を目的とする。緑化基盤材の開発におい

て，（1）環境親和性（二酸化炭素排出量の削減効果），（2）空隙構造と力学性能との関係，

（3）空隙構造と植栽への適合性（根の発達状況）との関係の 3 つの性能に，もみ殻灰の置

換率が与える影響を明らかにする。材質評価法において，強度指標を補完するため，多孔

質材料の結合力を推定する方法を提案する。本論では，以下に示す 4 点の研究課題を実施

する。 

 

(1) もみ殻灰の供給源から構造材料の製造までの過程での環境負荷量（二酸化炭素排出量）

を明らかにする。具体的には，現在稼働しているもみ殻ガス化コージェネレーションシ

ステムを事例に，システムのエネルギ収支ともみ殻灰の供給実態を整理する。加えて，

ガス化プラントより排出されたもみ殻灰の構造材料への利用可能性について考察する。

以上から，環境親和性の観点から適切な配合設計を提示する（第 2 章）。 

 

(2) もみ殻を活用した基盤材としての有用性を空隙構造と力学性能との関係から明らかに

するとともに，セメント改良土の新たな材質評価法を提示する。具体的には，細孔分布

試験，割裂引張強度試験および圧縮強度試験を実施し，もみ殻灰の置換率が空隙構造や

力学特性に及ぼす影響を明らかにする。強度試験には AE 法とデジタル画像相関法を導

入し，破壊挙動を詳細に評価する。割裂引張過程において AE 指標である AE エネルギ

と破壊力学パラメータの一つであるエネルギ解放率とを比較し，AE エネルギの有効性

を検証する。以上から，AE エネルギを指標とした多孔質材料の結合力を推定する方法

を提案する（第 3 章）。 
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(3) 緑化基盤材の要求性能を整理し，開発材料の適用性を，安定性，通気性，透水性および

保水性から検証する。具体的には，透水試験，保水性試験，細孔径分布試験および開発

基盤材における植栽試験を実施した。これらの試験結果から，もみ殻灰の置換率の相違

による空隙構造と根系の発達状況との関係を考察する。以上から，根圏の発達状況を指

標として，緑化基盤材の設計法を提示する（第 4 章）。 

 

1.3. 本論文の構成 

 本論は 5 章で構成されている。第 1 章では，本研究の目的および社会的背景をもみ殻の

構造材料への活用における課題を踏まえて論じる。第 2 章では，もみ殻ガス化コージェネ

レーションシステムを事例に，もみ殻灰の供給源から構造材料の製造までの過程での環境

負荷量（二酸化炭素排出量）を明らかにする。第 3 章では，もみ殻灰の置換率が空隙構造

および力学特性に及ぼす影響を，圧縮強度試験および割裂引張強度試験結果から詳述する。

強度試験には AE 法とデジタル画像相関法を導入し，新たな材質評価方法を提示する。第 4

章では，開発材料の緑化基盤材としての適用性を植栽試験から根圏の発達状況を指標とし

て検証する。第 5 章では，以上から本研究の結論をまとめる。 

 

 

図 1-1 本論文の構成 

もみ殻
もみ殻灰

空隙構造

• 保水性
• 透水性
• 根圏の発達

• 強度
• 結合力
• 破壊挙動

耐久性

環境親和性

植栽への適合性

もみ殻を循環利用した緑化基盤材の開発

第4章第3章

第2章

材質評価法
の構築
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1.4. 既往研究 

1.4.1. ポゾランを活用した構造材料に関する研究 

(1) ポゾランおよびポゾラン反応 

 ポゾランは反応性のシリカを含む材料である。イタリアの Puzzoli 地方から産出される火

山灰が，石灰などとの混合材として古代ローマ時代から用いられていたことに基づいて命

名されたものである 19)。ASTM 618-94a のより明確な定義によれば，ポゾランとは，それ自

体にセメント状材料としての機能はほとんどあるいはまったくないが，微粉末状で水分が

存在する場合は常温で水酸化カルシウムと化学的に反応してセメント状の性質を形成する

ケイ酸質あるいはケイ酸質とアルミナ質の材料である，と説明されている 20)。ポゾランは

コンクリートの混和材として用いられることが多い。次項にポルトランドセメントの水和

反応およびポゾラン反応について略述する。 

図 1-2 にセメントの水和反応式を示す。ポルトランドセメントは主としてエーライト

（C3S），ビーライト（C2S），アルミネート相（C3A），フェライト相（C4AF）の 4 種のクリ

ンカー鉱物とセッコウから構成される 21)。セメント化合物の C3S，C2S，C3A，C4AFは反応

性の高い無水和物である。セメント水和物の大部分は，C-S-H という記号で表す種々の組成

と結晶度をもつケイ酸カルシウム水和物と水酸化カルシウムで，残りはアルミン酸カルシ

 

図 1-2 セメントの水和反応 23) 

3CaO・SiO2 (C3S)

2CaO・SiO2 (C2S)

3CaO・Al2O3

（アルミネート相）

4CaO・Al2O3・Fe2O3

（フェライト相）

H2O

3[CaSO4・2H2O]

（せっこう）

3CaO・Al2O3・3CaSO4・32H2O

（エトリンガイト）

H2O

nCaO・SiO2.mH2O

（ケイ酸カルシウム水和物）
Ca(OH)2

3CaO・Al2O3・3CaSO4・32H2O

（エトリンガイト）
3CaO・Al2O3・CaSO4・12H2O

（モノサルフェート水和物）
3CaO・Al2O3・6H2O

（アルミン酸カルシウム水和物）

＋

＋

＋

＋

＋
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ウム水和物，アルミン酸硫酸カルシウム水和物などである 22)。C3S および C2S は水との反

応（水和反応）によって，水酸化カルシウムおよびケイ酸カルシウム水和物（C-S-H ゲル）

を生成する 22)。C3S と水との反応では，まず Ca-O 結合が切断されて Ca2+が溶解し，過飽和

濃度に達すると Ca(OH)2 結晶が析出する。残った SiO4
4-は水と反応して，[Si(OH)6]2-のよう

な形の水素ケイ酸イオンとして溶解する 22)。その後，縮合して C3S 未水和粒子の周りに水

和シリカ（hydrate silica）のゲル状膜を形成する。このゲルは溶出する Ca2+と結合してケイ

酸カルシウム水和物の結晶核との生成と成長を誘発する 21)。ポゾランは可溶性の SiO2およ

び Al2O3を多く含んでいる。これらの可溶分は，セメントの水和反応に際して遊離する Ca2+

と化合し，C-S-H ゲルや C-A-H ゲルを生成することで密実な組織を形成する 21)。この二次

的な反応がポゾラン反応と呼ばれる反応である。ポゾラン反応を次式に示す。 

Ca(OH)2+[SiO2, Al2O3]→nCaO・SiO2・mH2O 

                              →3CaO・Al2O3・6H2O              （1-1） 

                                        →3CaO・Al2O3・3CaSO4・32H2O 

 ポゾランには天然材料と人工材料の 2 種類がある。天然材料には，火山灰，軽石，オパ

ール質頁岩，チャート，煆焼珪藻土および焼粘土が含まれる。人工材料には，フライアッ

シュ，シリカフュームおよびもみ殻灰などが含まれる 19)。コンクリートにおいて，ポゾラ

ンでポルトランドセメントを置換することで，防水性の付与，化学抵抗性の増大，水和発

熱（C3S の水和熱）の低減，長期強度の向上が可能となる 19)。次項では，代表的な人工ポゾ

ランであるフライアッシュについて略述するとともに，本研究対象であるもみ殻灰に関す

る既往研究を詳述する。 

 

(2) 構造材料へのフライアッシュの活用に関する研究 

 本項では，日本コンクリート工学協会反応モデル解析研究委員会報告書 24)を全般的に参

照し，構造材料へのフライアッシュの活用に関する研究について概説する。フライアッシ
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ュは火力発電所で微粉炭を燃焼する際に生成される石炭灰である。人工ポゾランとしてフ

ライアッシュを用いる着想は 1914 年にはじめて報告されている 19)。フライアッシュの研究

は 1940 年頃からアメリカで本格的にダムコンクリートに多量に使用され，実用性が高いこ

とが実証された 19)。国内では，1950 年ごろから実用化の開発研究が進められ，1952 年着工

の鉄道会館（東京都），1953 年打ち込み開始の須田貝ダム（群馬県）が実用化の始まりとさ

れている 19)。フライアッシュの顕微鏡写真を写真 1-1 (a)に示す。フライアッシュの形状は

大部分が球形であるが，その中に約 20 %の中空粒子があり，フライアッシュの外殻の中に

フライアッシュの球を含むものもある 24)。粉末度はブレーン比表面積で 2,500～4,000 cm2/g，

粒径は数百 μm 以下である 24)。フライアッシュのセメントに対する置換率は 5～30 %である

が，置換率を 20～30 %にするとフライアッシュの長所がよく発揮されるとしている 24)。フ

ライアッシュは品質の違いによって反応性が大きく異なるので，JIS A 6201 で品質を規定し

ている。フライアッシュはエーライトの初期の水和を遅延し，後期の水和を促進するとし

ている 24)。エーライトの水和速度，C-S-H および Ca(OH)2の核生成と成長には，フライアッ

シュから溶出する Al イオンが大きく関与し，Al イオンが溶出するとエーライトからの Ca2+

イオンの溶出が停滞するのでエーライトの水和を遅延するとしている。また，アルカリ溶

液での Al イオンの溶出量が多いフライアッシュほど初期のエーライトの水和を遅延すると

     

      (a) フライアッシュ            (b) もみ殻灰 

写真 1-1 ポゾランの顕微鏡写真 25) 
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している 24)。フライアッシュを混和したセメントの水和生成物は普通ポルトランドセメン

トの場合とほとんど同様であるが，生成する C-S-H の Ca/Si 比は普通ポルトランドセメント

よりも低く 1.0～1.7 になるとしている 24)。 

 

(3) 構造材料へのもみ殻灰の活用に関する研究 

 もみ殻灰はもみ殻を燃焼した時に生じる副産物である。もみ殻はセルロース：50 %，リ

グニン：25～30 %，ケイ酸質：15～20 %で構成される 7)。もみ殻灰は，もみ殻の細胞構造を

そのままケイ酸質骨格として残していることから多孔構造である 20)。写真 1-1 (b)にもみ殻

灰の顕微鏡写真を示す。写真 1-1 (a)に示したフライアッシュと比較して，もみ殻灰は球形

ではなく，複雑な形状をしていることがわかる。適切に焼成した場合，粒子サイズが 75μm

と大きい場合でも，比表面積（窒素吸着法によって測定）が 50,000 m2/kg の大きさになりう

る 20)。 

 もみ殻灰の成分に着目し，コンクリートの混和材として活用した初期の研究としては，

1970 年代中頃の Mehta26), 27)らによる研究が著名である。国内では，1980 年代初期，Yamamoto

ら 28)による研究が最初である。その後，数多くの研究が行われてきた。その中でもみ殻灰

に関する検討は 3 つに大別される。つまり，（1）燃焼温度や燃焼時間，徐冷時間，破砕時

間といった製造条件がもみ殻灰の特性に及ぼす影響，（2）もみ殻灰の混和がコンクリート

のフレッシュ性状に及ぼす影響，（3）もみ殻灰の混和がコンクリートの力学特性，化学的

抵抗性および耐久性に及ぼす影響である。以下に，Paris ら 7)，Apriantia ら 8)，迫井 9)の総説

を全般的に参照し，もみ殻灰の既往研究を整理する。 

 もみ殻灰をポゾランとして利用するためには，もみ殻灰の品質として非晶質シリカ量が

多いことと微粉末状で比表面積が大きいことが重要である 9), 20), 21)。ポゾランが微粉末状で

あるとき，シリカが水との反応によって水酸化カルシウムと化合し，ケイ酸カルシウムを

形成することができるからである 20)。非晶質シリカ量および比表面積は燃焼条件と関連し
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ているため，燃焼条件ともみ殻灰の特性について検討が行われている。Muthadhi ら 29)は，

反応性もみ殻灰を製造するための最適条件を明らかにするため，燃焼温度を 350～800℃，

燃焼時間を 15～300 分まで変化させ，もみ殻灰の特性について検討した。BET 比表面積は，

500 ℃で 120 分燃焼した際に 50 m2/g 以上となり，実験条件の中で最大値を示すことが報告

されている 29)。また，上記の条件で製造したもみ殻灰の非晶質シリカ量は，比表面積と同

様な傾向を示したとしている（図 1-3）29)。以上から，ポゾラン性を有するもみ殻灰を製造

するための最適条件は 500℃-120 分であると結論付けている。Nair ら 30)は，もみ殻灰製造

時の燃焼温度，燃焼時間，燃焼後の冷却方法の違いがもみ殻灰に及ぼす影響を検討した。

もみ殻灰が高い反応性を有するのは，500℃で 12 時間燃焼するとともに，冷却過程におい

ては燃焼後炉から取り出し急冷を行ったときだと結論付けている（図 1-4）30)。Savant ら 31)

は，焼成温度が 600 ℃程度までは非晶質シリカであり，焼成温度が 1000 ℃を超えると結晶

物であるクリストバライトが生成されると報告している。以上の既往研究から，高活性な

もみ殻灰を得るための最適な燃焼温度は約 500℃～600℃であると考えられる。そのほか，

高活性なもみ殻灰の製造方法として，杉田ら 32)は二段階焼却法を提案している。また，破

砕時間の検討 33)や燃焼前のもみ殻を塩酸など無機強酸での前処理 34)~36)，クエン酸による洗

浄処理 37)によるもみ殻灰の品質の違いについて検討した例もある。これらの前処理は高品

質なもみ殻灰の抽出に寄与するが，コンクリート用混和材としての利用を前提としている

ため，環境負荷や経済性の観点からは必ずしも十分であるとはいえない。もみ殻灰の新た

な付加価値を創出するとともに，環境負荷特性について定量的に評価する必要があると考

えられる。 
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      (a) 比表面積            (b) 非晶質シリカ量 

図 1-3 燃焼条件がもみ殻灰の比表面積および非晶質シリカ量に及ぼす影響 29) 

 

 

         (a) 燃焼温度 300 ℃             (b) 燃焼温度 500 ℃ 

 

(c) 燃焼温度 700 ℃             (d) 燃焼温度 900 ℃ 

図 1-4 燃焼条件がもみ殻灰の強熱減量および非晶質シリカ量に及ぼす影響 30) 
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 次に，もみ殻灰をコンクリート用混和材として活用するうえで，ワーカビリティが低下

するという課題があげられる。このため，多くの研究で，もみ殻灰を混和したコンクリー

トの配合には高性能減水剤が使用されている。もみ殻灰の製造条件の違いによらず，もみ

殻灰置換率の増加に伴い，減水剤の添加量が増加することが報告されている 9), 38)。Bui ら 39)

は，粉末度の異なる 2 種類のセメントを用いて，セメントの内割で 10～20 %もみ殻灰を置

換したコンクリートに対して，高性能減水剤の添加量を一定とした場合のスランプともみ

殻灰置換率の関係について検討した。セメントの粉末度の違いによらず，もみ殻灰置換率

の増加に伴い，スランプ値が減少したと報告している（図 1-5）。もみ殻灰の置換によって

ワーカビリティが減少する要因は，もみ殻灰の多孔構造，高い比表面積および燃焼条件に

よる未燃カーボン量によるものと考えられている 9), 20)。十分なワーカビリティを確保する

ためには単位水量および高性能減水剤の添加量の増加が必要不可欠である 10)。このことか

ら，高性能減水剤を必要とせず，ワーカビリティの影響が限定的である改良土において，

もみ殻灰の混和を検討することで，上記の課題に対応できると考えられる。 

 

 

図 1-5 もみ殻灰置換率がスランプに及ぼす影響 39) 

0 % RHA
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 もみ殻灰を混和したコンクリートおよびモルタルの圧縮強度については多くの研究が行

われている。既往研究では，もみ殻灰を混和することで，初期材齢の圧縮強度は結果が分

かれるが，長期材齢の圧縮強度は増加することが明らかにされている（表 1-1）。セメント

の 5～30 %をもみ殻灰で置換することによって，無混和やフライアッシュで置換したケース

と比較して，初期材齢での圧縮強度が増加し，長期材齢での強度も無混和のときより高い

値を示すことが報告されている 38), 40)~43)。一方で，混和するもみ殻灰のポゾラン活性によっ

ては初期材齢で低い値を示すものもあることが報告されている 44), 45)。Salas ら 46)は，もみ殻

灰の置換率を変化させて圧縮強度試験を行い，最大圧縮強度を示す置換率が存在するとし

ている。Giaccio ら 47)は，もみ殻灰を混和することによって，圧縮強度が増加するのは，低

水結合材比で顕著であると報告している。一方で，圧縮強度に及ぼす水結合材比の影響は，

高水結合材比で顕著であるという報告もある 32)。これらの結果はいずれももみ殻灰のポゾ

表 1-1 ポゾランが力学性能や化学的抵抗性に及ぼす影響 7)~9) 

 

  フライアッシュ シリカフューム もみ殻灰 

圧縮強度 増加（10-50 %） 増加（5-20 %） 増加（5-30 %） 

引張強度 増加（10-50 %） 増加（5-30 %） 増加（5-30 %） 

曲げ強度 増加（40-75 %） 増加（5-25 %） 増加（5-20 %） 

透水性 減少（10-100 %） 減少（> 5 %） 減少（7.5-40 %） 

ワーカビリティ 増加（10-40 %） 減少（> 5 %） 減少（10-40 %） 

水和熱 減少 減少（10 %） - 

ASR への抵抗性 増加（20-40 %） 増加（4-20 %） 増加（4-15 %） 

凍結抵抗性 増加（40-60 %） 増加（10-20 %） 増加（10 %） 

耐硫酸塩性 増加（< 50 %） 増加（5-15 %） 増加（7.5-40 %） 

浸食への抵抗性 増加（10-30 %） 増加 増加（5-30 %） 

凝結時間 増加 増加（5-20 %） 増加（5-30 %） 

ブリーディング 減少（10-40 %） - - 

 

＊無混和を基準としたときの変化率を示す。 
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ラン反応による効果のみではなく，その微粉末による分離低減効果や骨材界面の性状改善

などと関連していると推察されている 9)。以上より，もみ殻灰を混和したコンクリートの強

度特性はもみ殻灰の品質や置換率の影響を強く受けるものと考えられる。 

もみ殻灰を置換したコンクリートにおいては，曲げ試験による検討も行われている。

Giaccio ら 47)は，もみ殻灰を混和したコンクリートにおいて 3 点曲げ試験を行い，曲げ強度

と破壊エネルギについて検討した。曲げ強度は，もみ殻灰の置換率や材齢によらず，無混

和のケースと比較してわずかに高い値または同等の値を示す。一方，破壊エネルギは，も

み殻灰で置換すると，わずかに低い値を示すとしている。これは骨材とマトリックス間の

遷移帯の改善によるものと推察している。Feng ら 35)は，もみ殻灰をセメントの内割で 10 %

置換したモルタル強度を測定している。材齢初期段階より，もみ殻灰を混和しないケース

と比較して，もみ殻灰を混和したモルタルの圧縮強度および曲げ強度はいずれも増加した

としている。また，Feng ら 35)は硬化ペースト中の Ca(OH)2量を測定した。もみ殻灰を混和

したペーストは，材齢 7 日以降で硬化ペースト中の Ca(OH) 2量が無混和のケースより小さ

く，ポゾラン反応により硬化ペースト中の Ca(OH) 2 が消費されたためだとしている。加え

て，水銀圧入法より硬化ペースト中の細孔分布を測定し，もみ殻灰を用いたモルタルの細

孔分布がより小さい径へ変化したのは，ポゾラン反応により密実な水和生成物となったた

めと推察している 35)。Yu ら 48)は，二次的に生成する C-S-H は Ca1.5SiO3.5・xH2O であると報

告している。 

 以上のように，もみ殻灰の品質，フレッシュ性状および力学性能については，コンクリ

ートを中心として多くの検討がなされている。一方，改良土における研究事例は十分では

ない。改良土にもみ殻灰を混和してもコンクリートと同様に力学性能が向上するとした，

Bagheri ら 49)による報告にとどまっている。加えて，もみ殻灰を混和した構造材料の環境負

荷量を解析した研究事例も少ない。Gursel ら 50)は，LCA 分析を用いて，コンクリートにお

いてポルトランドセメントをもみ殻灰およびフライアッシュで置換した際の地球温暖化係
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数（Global Warming Potential: GWP）を概算した。もみ殻灰の GWP はフライアッシュと比較

して約 2 倍大きいと報告している。これはフライアッシュの原料調達までの距離に対して，

もみ殻灰での距離が約 2 倍大きいことに起因するためである。もみ殻灰およびフライアッ

シュの GWP はいずれも，ポルトランドセメントの約 1 %であることから，環境負荷を低減

できる材料であると結論付けている。先述したとおり，ポルトランドセメント等の固化材

をもみ殻灰で置換した時の構造材料の環境負荷量の解析は十分ではない。環境負荷量も含

め総合的に材料性能を評価し，開発していく必要があると考えられる。 

 

1.4.2. 環境負荷低減を考慮した材料設計に関する研究 

(1) ライフサイクルでの構造材料の環境影響評価法 

 ライフサイクルにおいて環境負荷を低減した構造材料の開発が求められている 51)。この

背景には，持続可能な社会の推進や地球温暖化に代表される環境問題への積極的な対応が

あげられる。持続可能な社会の実現について議論されるようになったのは，1970 年代まで

さかのぼる。1972 年のローマクラブの委託を受けた米国の Meadow らが成長の限界と題す

るレポートを発表し，高度経済成長に基づく社会や経済のあり方に問題を投げかけた 52)。

1980 年代になると開発と環境の両立が課題となってきた 53)。開発途上国における貧困の解

決には開発が不可欠だが，開発に伴い環境問題が生じるという矛盾である。この矛盾する

因子の調和をとるために「持続可能な開発」という概念が生まれた。1987 年のブルントラ

ント委員会（World Commission on Environment and Development：WCED，環境と開発に関す

る世界委員会）の報告書では，持続可能な開発とは将来の世代の必要性を満たすような開

発と定義されている 53)。この考え方は 1992 年のリオデジャネイロで開催された地球サミッ

ト（UNCED：国連環境開発会議）のテーマとなり今日に続いている。加えて，1990 年代後

半から地球温暖化に代表される気候変動が課題となっている。大気中の二酸化炭素濃度の

長期的な上昇が明らかとなり，この上昇が地球の気温上昇をもたらしていると考えられて

https://en.wikipedia.org/wiki/World_Commission_on_Environment_and_Development
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いる 3)。2015 年フランスにて開催された COP21（第 21 回気候変動枠組条約締約国会議）に

おいてパリ協定が締結され，産業革命前からの世界の平均気温の上昇を 2 ℃未満に抑える

ことが定められた。このように現在進行している環境問題に対応していくため，土木分野

においても積極的に環境負荷を低減していくことが求められている。 

 

  

表 1-2 環境負荷を低減した構造材料への取り組み 

 

年代 社会的背景 
主要な 

国際会議 

土木学会・日本コンクリート工学協会委員会の 

環境負荷指標作成への取り組み 

1950

～

1970  

公害問題の 

顕在化 
      

 

1970

～

1990 

高度成長期 

石油依存 

持続可能な

開発提唱 

ブルントラン 

委員会（1987） 

    

 

1990

～

2000 

地球温暖化 

の顕在化 

温暖化防止 

条約 

地球サミット 

（1992） 

土木学会コンクリート資

源有効利用小委員会 

エコバリュー 

の提唱 

定性的な 

指標 

土木学会土木建設業にお

ける環境負荷評価（LCA） 

研究小委員会 

LCA 手法の導入 

（産業連関法） 
定量的な 

指標 

2000

～ 

   

  
 

土木学会コンクリートの

環境負荷評価研究小委員

会 

LCA 手法の導入 

（積上げ法） 

    

日本コンクリート工学協

会コンクリート構造物の

環境性能に関する研究委

員会 

廃棄物の再利用， 

資源輸送の最適化 
地域性や 

資源循環

を考慮 

 
  

 COP21

（2015） 

土木学会環境調和型コン

クリート材料学創造研究

委員会 

環境調和指標 

（地域資源，再資源

化率，CO2排出量） 
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 日本において，環境負荷を低減した構造材料について議論がなされるようになったのは，

気候変動が注目され始めた 1990 年代後半である。以下では，土木学会および日本コンクリ

ート工学協会の委員会報告を基に，構造材料における環境負荷量の評価方法を時系列でま

とめる（表 1-2）。1997 年に設置された土木学会コンクリート資源有効利用小委員会では，

省資源，省エネルギでのコンクリート開発と利用を目的として，資源を有効に利用するた

めの材料評価システムとコンクリート構造物の環境負荷評価手法に関する提言がなされた

54), 55)。ライフサイクルでの環境負荷の性能評価値として，エコバリューが定義された 54), 55)。

エコバリューは，バリューエンジニアリングの概念を導入した指標で，コンクリートに必

要となる要求性能を建設にかかわるコストと環境を意識したコスト（エココスト）の和で

除した値としている 54), 55)。このエコバリューは，環境負荷の低減効果について具体的な数

値で示していないことから，概念的であると指摘されている 56)。このことを受けて，環境

負荷をライフサイクルアセスメント（Life Cycle Assessment / Analysis：LCA）を用いて定量

的に評価する試みが行われた。LCA は，製品の製造に用いる原料の調達からその製品が機

能を失って廃棄処分になるまでのライフサイクルにおける各段階での環境に及ぼす負荷を

定量的に解析する手法である 51)。土木学会土木建設業における環境負荷評価（LCA）研究

小委員会は，建設業にかかわるインベントリデータを産業連関法によって整理した 57)。一

方，土木学会コンクリートの環境負荷評価研究小委員会は，積上げ法によってインベント

リを取りまとめた 56)。ここで，産業連関法とは，産業連関表（国内 400 業種以上の産業間

および消費者との経済取引を行列で表した統計表）を利用し，各産業部門に投入あるいは

各産業部門から排出されるエネルギや物質量を基に環境負荷量を求める方法である 58)。産

業連関法は，マクロ的な評価に優れる反面，個々の製品またはプロセスごとの評価が困難

であることや，産業連関表の発行が 5 年ごとであることから必ずしも現時点での環境負荷

を評価しているとはいえないことに短所をもつ 58)。一方，積上げ法は，一つ一つの単位プ

ロセスごとの環境負荷量を積み上げていく方法である 58)。積上げ法は，製品やプロセスご
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との評価に優れており最新のデータを収集できる反面，精度を高めるためには収集すべき

データが膨大となるという短所をもつ 58)。いずれの委員会においても，LCA 手法がコンク

リートおよびコンクリート構造物に対して環境負荷を評価する手法として有効であること

が認められた。これらの研究を発展させ，日本コンクリート工学協会コンクリート構造物

の環境性能に関する研究委員会は，エネルギ技術，再生骨材等の解体コンクリートの再利

用および資源輸送の観点から，資源循環を考慮した材料設計を提案した 59)。環境負荷低減

型コンクリートをさらに発展させ，土木学会環境調和型コンクリート材料学創造研究委員

会は，地域産出する材料を最大限に有効活用し，地球環境，地域環境に最大限配慮した結

果，最小の負荷で生産された材料で構成するコンクリートとして環境調和型コンクリート

を新たに定義した 60)。ここでは，二酸化炭素排出量，再資源化率，地域性（地産地消）の 3

つの指標からなる環境調和指標を用いて，環境負荷因子の効果を総合的に評価した。以上

のように，環境負荷を評価する指標は，定性的な指標から定量的な指標，地域性や資源循

環を考慮した指標へと変化していることがわかる。 

 

(2) 脆性材料を中心とした材質評価法 

 構造材料を適切に設計するためには，材料の強度や破壊挙動を精緻に評価する必要があ

る。セメント改良土やコンクリートは，微細なひび割れの発生，累積，連結，成長によっ

て破断に至る。このような脆性材料においては，急速なひび割れの伝播によって部材の破

壊が生じ，平均的な応力の評価に基づく従来の破壊基準では合理的な解析ができない 61)。

このため，強度特性においては，決定論的な取り扱いだけではなく，確率論的な取り扱い

が必要となる 62)。脆性材料の確率論においては，極値理論と確率過程論の考え方がある。

極値理論は，部材強度の統計的な変動を，要素の結合状況を単純化し，空間的なモデルと

して構築するものである 18)。要素の結合モデルには，最弱リンク説と繊維束モデルがあげ

られる。一方，確率過程論は材料の破壊現象の時間的な変動を取り扱っている 18)。その始
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まりは，平田 63)によるガラス材料の遅れ破壊に関する研究である。その後，横堀 64)は，主

に金属材料を対象として，速度過程論や核生成論，平田の理論を統合した理論を構築した。

また，Bogdanoff ら 65)は，疲労き裂進展挙動について確率過程論に基づく確率モデルを提案

した。確率過程論を基礎として，破壊現象の解明が進められている。 

 また，脆性材料のような不均質性を有する材料へ破壊力学を適用することが試みられて

いる。破壊力学は，1920 年前後 Griffith の脆性固体の破壊理論 67)を基礎としている。この理

論は，ガラスのような脆性材料において，荷重によって供試体中に蓄えられたひずみエネ

ルギは新たに形成されるひび割れの表面エネルギとして消費されるというものである 68)。

線形弾性体中および非線形弾性体・弾塑性体中の 2 種類の弾性体中におけるひび割れの解

析に基づき，破壊力学パラメータによって破壊現象を解明することが試みられている（表

1-3）69)。破壊力学パラメータとして，線形弾性体中においては，応力拡大係数およびエネ

ルギ解放率，非線形弾性体あるいは弾塑性体中においては J 積分およびき裂先端開口変位が

用いられている 69)。破壊力学がコンクリートへ適用されたのは，1960 年代初頭に Kaplan 70)

によってだといわれている 61)。Kaplan は，切欠き梁試験体中において，最大荷重に達する

前に，安定なひび割れの伝播過程が存在していることを見出した 70)。1970 年中頃には，

Hillerborg ら 71)が，引張応力を受けるひずみ軟化特性に関する最初の提案として，仮想ひび

表 1-3 破壊力学および AE 法の研究の流れ 

*文献 66)に追記 

年代 破壊力学の取り組み AE 法に関する研究 

1960 年以降 

 応力拡大係数，エネルギ解放率， 

J 積分などの破壊靭性値 

金属材料や岩石を中心とした

適用 

 FRC 破壊性状の評価 
 

1980 年以降 
 引張軟化曲線，破壊エネルギ  コンクリートへの実用化 

 FEM 等による数値解析用の構成則  AE の波形解析 

2000 年以降 

 ひずみ軟化曲線，ひび割れ幅  社会基盤施設への適用 

 繊維補強モルタル（SHCC)の 

構造設計用の材料特性 
 コード化の推進 
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割れ（fictitious crack）モデルを提案した。このモデルは，外力によりひび割れ面が開こうと

するのに抗して，コンクリート材料そのものが開かれまいとしてその内部に生じる応力と

ひび割れ幅（開口変位）との関係を表すものである 61)。軟化曲線下の面積は，のちに破壊

エネルギと呼ばれるようになる単位面積のひび割れをつくるのに必要なエネルギと定義さ

れた。破壊力学について今日に至るまで様々な検討がなされ，実際の構造物やその諸問題

に対して応用が進められている（表 1-3）。 

 破壊挙動をとらえる方法の一つして AE 法がある。AE 法は，破壊時に発生する弾性波を

受動的に検出することで材料のエネルギ放出を検出できる。これにより，破壊力学パラメ

ータの推定が可能となる。以下に，AE の技術開発史を既往の総説 72)~75)を参照し取りまとめ

る。AE 法に関する技術開発は 20 世紀に開始された 76)。1933 年（昭和 8 年）に東京大学地

震研究所で行われた岸上冬彦博士による木材の曲げ破壊の際に発生する非可聴音を検出す

る試みが，科学的手法によりAEを計測した最も古い記録であると考えられている（図1-6）

74)。岸上論文の論題は「破壊の進行に関する一実験」である 76)。本報は，地震学が専門の

     

            (a) AE 実験報告の表紙           (b) AE 計測装置 

図 1-6 岸上による世界最初の AE 実験報告 76) 
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岸上が，実際の地震の際に発生する地盤の破壊現象を竹の曲げ破壊過程で模擬し，その際

に発生する音響や振動を詳細な観察と計測から考察したものである。岸上は，実験的検討

から，「ピシピシと云う音の他に聞こえない振動のあることが判り，・・・」と記述してい

る。曲げ破壊に伴う非可聴音や微弱な振動を引張縁に挿入したレコード針で検出している

（図 1-6）。現在では圧電素子型の AE センサを用いており，計測システムが異なる。 

海外においては 1953 年に Kaiser により行われた金属材料の引張り破壊の際に発生する

AE の検出に関する研究が著名である 77)。計測機器を使用して AE の検出に成功したのは，

アメリカ鉱山局の技術者であった Obert が 1938 年に鉱道内の鉱柱に関する弾性波探査中に

検出したことが最初とされている 78)。この計測技術は当初，Micro Seismic Activity と呼ばれ

ていたが Schofield 79)によって Acoustic Emission と名づけられ，今日に至っている。 

 本格的な AE 研究は，1950 年代に開始された圧力容器やロケットなど機械工学分野で始

まり，コンクリート工学分野では既存の計測技術が金属や岩石分野から導入され，Rusch 80)，

L’Hermite 81)，Robinson 82)などの研究が歴史的に創始と認められている。いずれの研究でも

主破壊前に発生する微小破壊を加速度計などにより波動現象として検出できることが報告

されている。コンクリートの AE 研究が実用化に向けて注目され始めたのは 1970 年代後半

から 80 年代初頭であり，近年では AE センサの改良や適用する構造体の拡大，コード化の

推進により一般的な計測技術として実用化されつつある。特に 1980 年代には AE の波形解

析に関する理論的検討が活発に行われ 83)~86)，SiGMA 解析手法 87)の開発が行われている。こ

の波形解析理論は Generalized Theory of Acoustic Emission と名付けられており，検出された

AEが変形ないし破壊の発生機構の特性を有していることが理論的観点から明らかにされて

いる。その間，米国では AEWG（Acoustic Emission Working Group）が組織され，国際会議

が主催されている。EU 圏では EWGAE（European Working Group on Acoustic Emission）が組

織されている。日本国内では，日本非破壊検査協会に AE 特別委員会が設置され，JSNDI

規格（NDIS）に関する検討が進められている 88)~90)。 
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 AE 法は，材料損傷や新規開発材料の特性評価にも活用されている。例えば，2002 年に鈴

木ら 91)によるコンクリートの損傷度評価の試みが報告されている。この試みは，載荷過程

の AE 発生挙動を固体の破壊や損傷過程の一連の速度過程と考え，時間軸ないし処理過程に

おける現象の発生頻度を確率過程論（レート・プロセス論）によって評価するものである。

その他，2008 年に発表された山本ら 92)による EPS ビーズを添加したモルタルの載荷過程に

おける AE 発生挙動を評価した研究がある。これらの既往研究では AE 発生頻度に着目し解

析を行っている。地震や材料破壊に起因する弾性波動は，Gutenburg-Richter 式で説明できる

ように，主破壊に代表される大きな規模の現象は数少なく発生し，小さな現象は数多く発

生することが明らかにされている 73), 93) ,94)。このことから，検出波の AE エネルギを考慮す

ることで，AE 発生頻度において十分に考慮されていない検出波 1 波あたりのエネルギレベ

ルを反映させることができ，評価精度の向上につながると考えられる。本研究では，空隙

が発達したセメント改良土の材質評価指標に，従来の強度指標に加えて AE エネルギと画像

解析を導入し，評価精度の向上を試みる。 

 

1.4.3 構造材料への植物導入に関する研究 

 環境負荷の低減を目指して，ライフサイクルにおける二酸化炭素排出量の削減のほかに，

構造材料への植物導入が進められている。構造材料への植物導入には，ポーラスコンクリ

ートの活用や緑化工の推進があげられる。 

 ポーラスコンクリートは，内部に連続空隙を有し，透水性や保水性，植物導入といった

機能が付与された材料である。利用用途は舗装，水質浄化，吸音・防音，河川護岸，法面

保護などと多岐にわたっている。ポーラスコンクリートは，19 世紀半ばに西欧で誕生し，

米国を経由して日本に導入された 95)。日本では，1964 年にポーラスコンクリート製ヒュー

ム管が開発され，軟弱地盤や湧水地盤から排水する工法として利用された 95)。1980 年代か

らは，透水性舗装として歩道や駐車場にポーラスコンクリートが適用された。1990 年代か
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ら日本コンクリート工学協会でポーラスコンクリートの緑化技術への適用が検討された。

2003 年には日本コンクリート工学協会ポーラスコンクリートの設計・施工法の確立に関す

る研究委員会 96)をはじめ，様々な関連の委員会で，ポーラスコンクリートの施工基準や品

質保証の基準整備に関する議論が進められている。日本コンクリート工学会環境対応型コ

ンクリートの環境影響評価手法の構築研究委員会は，ポーラスコンクリートに代表される

特殊コンクリートを環境調和型コンクリート（自然環境が本来有する性質や機能を保つた

め必要となる材料的性能をあらかじめ備えることにより，環境の劣化を緩和，低減，さら

にはその質を改善向上させ，時間経過とともに構造材料の全部または一部が自然環境とな

るような材料）と定義し，時系列変化に伴う環境性能指標を提示した 97)。2013 年に設置さ

れた性能設計対応型ポーラスコンクリートの施工標準と品質保証体制の確立研究委員会は，

製造・施工指針案をとりまとめた 98)。これによると，ポーラスコンクリートの強度は主に

空隙率，結合材強度，骨材粒径および骨材強度，締固め程度に影響をうけるとされている

95)。上記委員会では，空隙率と圧縮強度に関して共通実験 99)を行われ，空隙率と結合材強

度を用いた圧縮強度推定式および新たな強度管理法が提案された。以上から，ポーラスコ

ンクリートの規準化や実用化にむけての課題として，空隙率や結合材強度といった品質を

定量的かつ非破壊で評価する手法の確立が必要であることが指摘されている 95)。本研究で

扱う構造材料もポーラスコンクリートと同様に多孔質材料であり，その空隙率や結合材強

度といった品質評価手法を検討することが実用化に向けての重要な課題であると考えられ

る。 

 一方，緑化工において，植物の発芽および生育状況とともに，基盤の安定性を評価する

重要性が高まっている 100)。緑化基盤材の要求性能を検討する前提として，平成 27 年 10 月

に環境省より公表された自然公園における法面緑化指針 101), 102)（以下，指針と記す）を参

照し，法面緑化に求められる要求性能を概観する。本指針は，自然公園内において生態系，

種，遺伝子の 3 つのレベルでの生物多様性の保全に配慮した環境調和と自然回復を目的と
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する法面緑化の方法論を定めたものである。自然公園内の荒廃地などを対象としているが，

それ以外の地域環境の保全・再生にも応用可能である。緑化基盤材には，侵食や損壊等の

防止に加えて，地域の生態系へ影響を与えない材料であることが求められている。そのた

め施工後から初期緑化目標達成までの間にあっては，緑化基盤の侵食等の点検に加えて，

植生誘導の管理の実施を実施するとともに，最終緑化目標に向けて監視的管理を進めてい

くことが必要とされている。 

 本論の研究対象である緑化基盤材に環境親和性を付加する論点には，緑化初期から最終

段階までに安定した植生遷移を支える生育基盤であることが求められる。このため，従来

の植被率のような指標だけでなく，空隙構造と根圏の発達状況とを精緻に評価する必要が

あると考えられる。 
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1.5. 本研究の新規性・有用性 

 本論を執筆するにあたり，本研究の新規性と有用性を提示する。新規性は研究の特色や

独創的な点，有用性は学術的または産業的な観点からの有利な点として提示する。 

 農業副産物であるもみ殻を有効活用した環境親和性に優れた緑化基盤材の開発を試みた

点が新規性の一つであると考えられる。既往研究では，もみ殻をエネルギ資源として活用

するうえでの LCA を中心とした研究が多く 6)，その際に排出されるもみ殻灰を構造材料へ

活用することでの環境負荷特性に着目した研究は少ない。本研究では，具体的なもみ殻ガ

ス化プラントでのもみ殻利用の実態を調査分析し，もみ殻をガス化することで環境負荷が

低減することを明らかにした。加えて，もみ殻灰でセメントを置換するという材料設計の

観点からも環境負荷を検討した。材料設計において 2 つの視点から環境負荷を考慮するこ

とは，地域の農業実態に即した環境負荷低減策の実現につながっていく可能性を十分にも

つと考えられる。 

 2 つ目の新規性は，多孔質材料の材質評価に AE 法および画像解析を導入した点である。

開発材料は耐久性と植物根系の発達を阻害しない空隙構造を同時に有することが求められ

る多孔質材料である。本研究では，最大応力である強度値に加えて，AE エネルギ指標，画

像解析によるひずみ分布および破壊力学パラメータを用いて材質を評価することを試みた。

このことで，最大応力のみでは判断が困難な，通常管理下の応力におけるひび割れ発生の

可能性とその特性を評価でき，長期耐久性能の評価につながるものと推察される。 

 構造材料への植物導入が推進される中で，開発材料を緑化基盤として適用できる可能性

を十分に持つ点が有用性として挙げられる。本研究では，もみ殻灰の置換率の相違による

空隙構造と根系の発達状況との関係を精緻に検討した。以上，本研究では環境調和性，耐

久性，植栽への適合性の 3 点を満たす材料設計について多孔質材料という視点にたち考察

した。このことは，地域資源の循環が可能となり，環境調和に基づく農業農村環境の持続

的発展に寄与できると考えられる。 
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第 2章 もみ殻の構造材料への活用における環境影響評価 

 

2.1. 概説 

 農業廃棄物であるもみ殻は稲作地域において多量に排出され，その有効な活用方法の確

立が求められている。その一つとして，もみ殻をガス化し，そのエネルギをカントリーエ

レベータの動力等に再利用する試みがアジア地域を中心として実施されている 1)。しかしな

がら，ガス化に伴い排出されるもみ殻灰の多くは活用されていない。もみ殻を循環利用し，

環境親和性に優れた緑化基盤材を開発するためには，ライフサイクルでの環境負荷量を最

小化する必要がある。本章では前述したもみ殻ガス化コージェネレーションシステムを事

例として，もみ殻灰の供給源から構造材料の製造までの過程での環境負荷量（二酸化炭素

排出量）を明らかにする（図 2-1）。2.3ではもみ殻ガス化コージェネレーションシステムの

エネルギ収支ともみ殻灰の供給実態を整理する。2.4では排出されたもみ殻灰の構造材料へ

の利用可能性について（1）改良土製造における固化材の相違が二酸化炭素排出量に与える

 
 

図 2-1 もみ殻の循環利用と緑化基盤への適用 

カントリーエレベータ

もみ殻ガス化プラント
（コージェネレーションシステム）

本研究の目的
もみ殻灰を活用したセメント系材料による緑化基盤の開発

もみ殻

もみ殻灰

エネルギ
（電力・熱）

：農業廃棄物 ：排出 ：活用

フロー記号

基盤材の自然還元による緑地環境への再生

CO2削減

CO2削減

CO2削減
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影響の考察，（2）ガス化炉で排出されたもみ殻灰の品質評価，（3）開発材料を緑化基盤材

として適用した時の作製可能量の試算の 3点から考察する。 

  

2.2. コージェネレーションシステムの位置づけ 2),3) 

 コージェネレーションシステムとは，JIS B 8121「コージェネシステム用語」によれば，

単一または複数のエネルギ資源から，電力または動力と有効な熱を同時に生産する操作と

定義される。一般的には発電とその排熱による熱利用を行う形態が多く，熱電供給とも呼

ばれる。海外では，”Combined Heat and Power” (CHP)あるいは”Cogeneration”等と呼ばれる。 

 コージェネレーションシステムの基本的な考え方とは，化石燃料等のエネルギがもつ高温

部の熱をまず熱機関によって可能な限り動力や電力などの質の高いエネルギに変換し，そ

の排熱である低温部の熱を一般産業プロセスや冷暖房・給湯に利用することである。換言

すれば，コージェネレーションシステムは，化石燃料等のエネルギがもつ温度ポテンシャ

ルを高いところから低いところまで段階的に有効利用（エネルギのカスケード利用）する

ものである。 

 コージェネレーションシステムの利点は主に 4 点ある。1 点目は省エネルギ性が高い点で

ある。発電と同時に熱を回収するので，総合効率が 70～85 %と高く，エネルギロスを最小

限に抑えることできる。2点目は環境保全に優れている点である。電力と熱を有効活用する

ことによって従来型のシステムより排出量を抑制することができる。3点目は経済性が高い

点である。発電による買電量の削減や契約電力の低減によって電気料金が削減できるとと

もに，排熱利用による熱源費を削減できる。4点目はエネルギの供給への信頼性が高い点で

ある。商用電力とコージェネレーションの発電電力の併用により電源の二重化および安定

化を図ることができる。エネルギ源を分散することによって熱の安定確保も可能となり，

信頼性の高いエネルギ供給システムを構築できる。 
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2.3. もみ殻ガス化システムの概要ともみ殻灰の供給 

2.3.1. 解析対象 

 本研究では，新潟県 A 市に立地するもみ殻ガス化コージェネレーションシステムを事例

として環境負荷量を概算した 4)~7)。もみ殻灰は，燃焼作業後の副産物として同システムから

廃棄される。写真 2-1 にもみ殻ペレットおよび排出されたもみ殻灰を示す。システムフロ

ーを図 2-2 に示す。このシステムはもみ殻ペレットを用いて発電し，カントリーエレベー

タの動力や近隣のビニールハウスへの温水の供給を行う再利用システムである。写真 2-2

にガス化プラントの外観を，写真 2-3にもみ殻ペレットガス化発電システムを示す。なお，

システムより発生する電力および熱は，11月～3月の期間はビニールハウスの育苗施設の加

温に，4 月～5月は水稲育苗施設，9月～10月はカントリーエレベータの運転に使用される。 

 

     

 

写真 2-1 もみ殻ペレットおよび排出されたもみ殻灰 
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図 2-2 もみ殻ガス化コージェネレーションシステムのフロー 
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写真 2-2 もみ殻ガス化プラントの外観ともみ殻ペレットの製造過程 

 

 

 

 (a) ガス化炉         (b) バグフィルタ 

 

 

(c) ガス冷却器         (d) スクラバー 

 

写真 2-3 もみ殻ペレットガス化発電システム 

もみ殻ペレット
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2.3.2. 解析条件および方法 

 本検討では図 2-2 に示すもみ殻ガス化システムフローからエネルギ収支を求めた。その

際，エネルギ投入量および生産量は，2014 年 9 月 21 日～12 月 9 日（80 日間）での調査結

果から概算した。このときのガス化炉運転時間は 360 時間であった。エネルギ投入量はも

み殻をペレット化する固定化装置に使用された電力：50 kW，ガス化炉の動力として使用さ

れた電力：15 kWおよびガス化の補助燃料として使用された軽油：3,300 L，もみ殻による

発熱量である。なお，もみ殻固定化装置はガス化炉と同様な運転時間であると仮定した。

もみ殻の投入量は表 2-1 に示すとおりである。エネルギ産出量はコージェネレーションシ

ステムにより産出された電力量：35,562 kWhおよび熱量：168 GJである。エネルギ量は原

油換算量と二酸化排出量で評価した。 

 原油換算量は，エネルギの使用の合理化等に関する法律施行規則 8)に準じて，発熱量とし

て換算（電力： 9,970 kJ/kWh，熱・蒸気：1.36 GJ/GJ，軽油：37.7 GJ/kL）した後に，原油

換算係数 0.0258 kL/GJ を乗じて算出した。もみ殻ペレットの発熱量は木質ペレットの低位

発熱量である 16.5 MJ/kg9)を参照した。セルロース，ヘミセルロースやリグインなどの炭素，

水素，酸素よりなる有機物を主要構成成分とするバイオマスは，完全燃焼させると主に二

酸化炭素と水を生成する。生成した水（水蒸気）は多量の潜熱をもっており，凝縮の際こ

れを放出する。潜熱を包含した発熱量を高位発熱量（HMV: Higher Heating Value，総発熱量

ともいう）といい，潜熱を差し引いたものを低位発熱量（LHV: Lower Heating Value，真発

表 2-1 ガス化発電に伴う原料投入量および副生成物量 

 

日付 

運転時間  

 

(h) 

もみ殻 

投入量 

 (kg) 

粉排出量 

  

(kg) 

ペレット

炭化分 

 (kg) 

もみ殻灰 

 

 (kg) 

2014年 9月 21日 

～12月 9 日 
360.0 48622.0 2977.0 4825.0 5838.5 
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熱量ともいう）という 10)。 

 二酸化炭素排出量は，電力については環境省 11)による電気事業者別二酸化炭素排出係数

から 2013年度東北電力の換算値 0.000589 t- CO2/kWhを用いて算出し，熱については経済産

業省・環境省 12)による原油換算を用いた二酸化炭素排出係数2.619 kg-CO2 /Lから算出した。 
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表 2-2 ガス化システムにおけるエネルギ収支一覧 

 

 

電力
(kW)

稼働時間
(h)

電力量
(kWh)

発熱量換算係数
(kJ/kWh)

発熱量
(GJ)

原油換算係数
(kL/GJ)

原油換算量
(kL)

調整後排出係数

 (t-CO2/kWh)

CO2換算量

(t-CO2)

65 360.00 23400 9970 233 0.0258 6.02 0.000589 13.78

軽油量
(L)

発熱量換算係数
(GJ/kL)

発熱量
(GJ)

原油換算係数
(kL/GJ)

原油換算量
(kL)

原油単位あたり

CO2換算量

(kg-CO2/L)

CO2換算量

(t-CO2)

3300 37.7 124 0.0258 3.21 2.619 8.41

もみ殻投入量
(kg)

ペレット率
(%)

ペレット量
(kg)

木質ペレット
低位発熱量

(MJ/kg)

発熱量
(GJ)

原油換算係数
(kL/GJ)

原油換算量
(kL)

原油単位あたり

CO2換算量

(kg-CO2/L)

CO2換算量

(t-CO2)

48622 93.9 45645 16.5 753 0.0258 19.43 2.619 50.89

電力量
(kWh)

発熱量換算係数
(kJ/kWh)

発熱量
(GJ)

原油換算係数
(kL/GJ)

原油換算量
(kL)

調整後排出係数

 (t-CO2/kWh)

CO2換算量

(t-CO2)

35562.74 9970 355 0.0258 9.15 0.000589 20.95

熱量（蒸気）
(GJ)

発熱量換算係数
(GJ/GJ)

発熱量
(GJ)

原油換算係数
(kL/GJ)

原油換算量
(kL)

原油単位あたり

CO2換算量

(kg-CO2/L)

CO2換算量

(t-CO2)

167.73 1.36 228 0.0258 5.89 2.619 15.41

投入
エネルギ

(2014/9/21~12/9)

生産
エネルギ

(2014/9/21~12/9)

 

3
9
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2.3.3. 結果および考察 

 表 2-2および図 2-3に 2014年 9月 21日～12月 9日の 80日間におけるもみ殻ガス化シス

テムのエネルギ収支を示す。もみ殻によるエネルギ量がエネルギ投入量の約 68 %を占める

ことが明らかになった。もみ殻を燃料とし有効活用することで，原油換算量で約 15 Lのエ

ネルギを創出できることが明らかになった。ガス化炉が年間で 270日稼働すると仮定して，

1 年間でのエネルギ収支を概算すると，もみ殻ガス化システムにより原油換算量で年間約

50 kLのエネルギを創出できる。二酸化炭素排出量に関しては，もみ殻を活用することで二

酸化炭素排出量が約 14 t削減できることが明らかになった。なお，年間では 47 tの削減に

相当する。以上の検討結果より，もみ殻を活用することで，エネルギを創出できるととも

に二酸化炭素排出量を削減できることが明らかになった。ガス化システムより残渣物とし

て排出されるもみ殻灰を有効利用することで，エネルギを得られるだけではなく，より環

境保全に寄与すると考えられる。 

 もみ殻灰はもみ殻投入質量の約 1/8 排出される（表 2-1）。新潟市のもみ殻の未利用量は

27,615 t /年である 13)。ヒアリング調査から本プラントにおけるもみ殻処理能力は 1000 t/年

である。新潟市で年間に廃棄されたもみ殻を全て灰にするには 28機のガス化炉が必要であ

ると試算できる。 

 

図 2-3 ガス化システムにおけるエネルギ収支 
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2.4. 排出されたもみ殻灰の構造材料への利用可能性 

 前節では，もみ殻ガス化プラントのエネルギ収支を中心に議論を展開し，もみ殻を燃料

として活用することで二酸化炭素排出量が削減できることを示した。本節では，ガス化プ

ラントで排出されたもみ殻灰を構造材料に活用することで，さらなる環境負荷の低減が可

能であるか考察する。 

 

2.4.1. 解析および実験方法 

(1) 固化材の相違による二酸化炭素排出量比較 

 本研究では，改良土製造において固化材の相違が二酸化炭素排出量に与える影響を考察

した 4), 7)。検討材料の二酸化炭素排出量は，表 2-3に示す配合表に基づき，システム境界を

資材採取から資材製造のみを対象とし，資材運搬および排水・廃棄物処理を含まない場合

について検討した。最適な固化材を選択するために，酸化マグネシウム（以下，MgO と示

す），生石灰（以下，CaOと示す）および普通ポルトランドセメントをもみ殻灰で内割り置

換した時の二酸化炭素排出量を算出し，固化材の相違による環境負荷量を比較した。加え

て，コンクリートにおける二酸化炭素排出量も同様に算出し，開発材料と比較した。比較

表 2-3 改良土の配合（1m3あたり） 

 

もみ殻灰内割置換率 
砂質土 固化材 もみ殻灰 水 

(kg) (kg) (kg) (kg) 

0% 1782.54 124.78  0.00 165.78 

10% 1782.54 112.30  12.48 165.78 

25% 1782.54 93.58  31.19 165.78 

40 % 1782.54 74.87  49.91 165.78 

50 % 1782.54 62.39  62.39 165.78 

60 % 1782.54 49.91  74.87 165.78 

70 % 1782.54 37.43  87.34 165.78 

80 % 1782.54 24.96  99.82 165.78 
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対象にMgO を加えたのは，近年生態系への負荷低減を背景として，MgO改良土の研究が進

められているためである 14)~17)。MgOは石灰系固化材やセメント系固化材と同様に水和反応

により硬化するが，海水より抽出されているため重金属含有量が小さく，弱アルカリ性で

あるという利点がある。MgO 改良土は可溶性成分を多く含む火山灰土に対してセメント改

良土と比較して優れた改良効果を示すとの報告もあり 15)，もみ殻灰の混和に際しても有効

であると考えられる。筆者らも既往研究において，もみ殻灰を混和した MgO 改良土の植栽

への適合性を検証するとともに，もみ殻灰の混和によって MgO改良土の力学性能が向上す

ることを明らかにした 18)~22)。 

 資材の CO2 原単位は，粗骨材および細骨材は土木建設業における環境負荷評価（LCA）

研究小委員会講演要旨集 23)に記載されている CO2排出量原単位の奨励値，MgO，CaO およ

び普通ポルトランドセメントはカーボンフットプリント制度試行事業 CO2 換算量共通原単

位データベース（Ver. 4.01）24)を使用した。使用した原単位を表 2-4に示す。コンクリート

においては，表 2-5に示す示方配合を仮定し算出した。 

表 2-4 使用した二酸化炭素原単位 23), 24) 

 

分類項目 CO2原単位（kg-CO2/kg) 

粗骨材・細骨材 0.00565 

MgO 3.24 

CaO 1.12 

普通ポルトランドセメント 0.882 

 

 

表 2-5 コンクリートの示方配合 

 

 

 

 

 

 

 

25 10 47 5 35.7 328 154 656 1154 0.131
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(2) もみ殻灰の品質分析方法 

 もみ殻灰を混和材として利用する場合，非晶質シリカ量が多いことが重要である。材料

設計において，もみ殻灰の利用の論点は，内在する可溶性 SiO2（非晶質）によってポゾラ

ン反応が促進される点にある。もみ殻灰中の可溶性 SiO2含量は焼成温度に依存する 25)~27)。

本研究では，筆者らが実験室内で電気炉を用いて焼成したもみ殻灰と実際にガス化プラン

トから排出されたもみ殻灰の品質を比較検討し，エネルギプラントにおける非晶質シリカ

の産出状況を明らかにすることを試みた。なお，電気炉での焼成したもみ殻灰は，市販の

もみ殻燻炭を 500℃で 1時間焼成し，焼成後すぐに急冷したもみ殻灰である。この電気炉の

焼成温度は，高活性なもみ殻灰を得るには 500℃が最適であるという既往研究を参照し決定

した 26)~28)。 

 密度および比表面積は JIS A 6201「コンクリート用フライアッシュの品質分析」に準じて

行った。強熱減量は 975℃で 1 時間強熱した後の減量値とした。成分は粘土類検量線を用

いた定量分析（検量線法）により決定した。装置は蛍光 X 線分析装置 ZSX PrimusⅣ（リガ

ク社製）を用いた。 

 XRD/Rietveld 解析 29)においては，供試材をボールミルにて試料を粉砕し 90 µmふるいを

全通させ，R. H. 11 %乾燥を行い，解析試料とした。解析ソフトは Topas4.2（Bruker AXS社

製）を使用した。XRDの測定条件は，ターゲット：CuKα，管電圧：40 kV，管電流：30 mA，

走査範囲：5～70 deg(2θ)，サンプリング幅：0.02°，係数時間：3秒とした。非晶質量を定量

するための内部標準物質として，特級試薬の α-Al2O3を試料質量に対して内割りで 10 %混

合した解析における定量対象は，クオーツ（SiO2），クリストバライト，トリディマイト，

コランダム（α-Al2O3）とした。非晶質量は内部標準物質の Rietveld 解析における定量値か

ら式（2-1）によって算出した。 

 
RA

RA
G







100

100100
 （2-1） 

ここで，G：非晶質量（%），R：α-Al2O3添加量（%），A：Rietveld 解析における α-Al2O3の
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定量値（%）である。 

 

(3) 緑化基盤材へ適用時の作製可能量の試算方法 

 表 2-1より新潟市のもみ殻を全て灰化すると 3,316 tのもみ殻灰が排出される。本研究で

は緑化基盤材として適用することを想定し，作製可能な緑化基盤材の面積を試算した。緑

化基盤材は表層厚 3 cmと仮定した。加えて，新潟市の公園および緑地面積 9.6 km2に対す

る割合を算出した。面積は新潟市が公表している 2016 年 3 月 31 日現在のデータ 30)を基に

した。なお，住区基幹公園（街区公園，近隣公園，地区公園），都市基幹公園（総合公園，

運動公園），特殊公園（交通公園，歴史公園，動植物公園），広域公園，緑地，緑道に区分

した。なお，それぞれの公園は次に示すように配置することが公園法により定められてい

る 31), 32)。街区公園は，街区に居住する者の利用に供することを目的とする公園で誘致距離

250 mの範囲内で１箇所当たり面積 0.25 haを標準として配置することが定められている 32), 

33)。近隣公園は，主として近隣に居住する者の利用に供することを目的とする公園で近隣住

区当たり 1箇所を誘致距離 500mの範囲内で１箇所当たり面積 2 haを標準として配置するこ

とと定められている 31), 32)。地区公園は，主として徒歩圏内に居住する者の利用に供するこ

とを目的とする公園で誘致距離 1 kmの範囲内で 1箇所当たり面積 4 haを標準として配置す

る。都市計画区域外の一定の町村における特定地区公園（カントリ－パ－ク）は，面積 4 ha

以上を標準とする 32), 33)。総合公園は，都市住民全般の休息，観賞，散歩，遊戯，運動等総

合的な利用に供することを目的とする公園で都市規模に応じ１箇所当たり面積10～50 haを

標準として配置する 31), 32)。運動公園は，都市住民全般の主として運動の用に供することを

目的とする公園で都市規模に応じ１箇所当たり面積 15～75 haを標準として配置する 31), 32)。

広域公園は，主として市町村の区域を超える広域のレクリエ－ション需要を充足すること

を目的とする公園で，地方生活圏等広域的なブロック単位ごとに１箇所当たり面積 50 ha以

上を標準として配置する 31), 32)。緑地は，主として都市の自然的環境の保全並びに改善，都

市の景観の向上を図るために設けられている緑地であり，１箇所あたり面積 0.1 ha以上を標
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準として配置する。ただし，既成市街地等において良好な樹林地等がある場合あるいは植

樹により都市に緑を増加又は回復させ都市環境の改善を図るために緑地を設ける場合にあ

ってはその規模を 0.05 ha以上とする 31), 32)。（都市計画決定を行わずに借地により整備し都

市公園として配置するものを含む）緑道は，災害時における避難路の確保，都市生活の安

全性及び快適性の確保等を図ることを目的として，近隣住区又は近隣住区相互を連絡する

ように設けられる植樹帯及び歩行者路又は自転車路を主体とする緑地で幅員 10～20 mを標

準として，公園，学校，ショッピングセンタ－，駅前広場等を相互に結ぶよう配置する 31), 32)。 

 

2.4.2. 結果および考察 

(1) 固化材の相違が二酸化炭素排出量に及ぼす影響 

 図 2-4 に固化材の相違に基づく二酸化炭素排出量の比較結果を示す。固化材をもみ殻灰

で置換することで，固化材添加率が減少し二酸化炭素排出量が減少することが明らかにな

った。固化材の種類で比較すると，MgO 改良土は CaO 改良土やセメント改良土より二酸化

炭素排出量が約 2～3 倍大きいことが明らかになった。MgO改良土では，もみ殻灰内割り置

換率が 25 %以下でコンクリートとほぼ同量の二酸化炭素が排出されると試算された。これ

は，MgOの製造法が大きく影響していると推察される。MgO の製造方法には大きく 2種類

ある。1つはドロマイト（CaCO3・MgCO3）中の天然炭酸マグネシウム鉱石（MgCO3）を焼

成・粉砕し製造する方法である。もう 1 つは海水中の Mg2+を反応させ製造する方法である

16), 33), 34)。本解析では，後者の海水により製造したときの MgO の CO2原単位を使用した。

具体的な製造方法は，海水に石灰乳（消石灰 Ca(OH)2の懸濁液）および生石灰を加え，海水

に含有されている塩化マグネシウムと反応させ，水酸化マグネシウムと塩化カルシウムを

生成させる。沈殿した水酸化マグネシウムを回収して，焼成炉で重油等の燃料により，600

～900℃加熱分解して MgO を製造する 25)。主な二酸化炭素排出源は，消石灰・生石灰およ

び高温脱水・焼成における処理に起因すると考えられる。ただし，MgO においては，焼成

温度，粉末度，焼成法等，製造時のパラメータが大きく異なる種類のものが流通している
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のが現状であり 16)，積上げ法による二酸化炭素排出量の評価は今後の検討課題である。以

上の検討結果より，二酸化炭素排出の観点から地盤改良材における環境調和性を考察する

と，MgOと比較して CaOおよびセメントが LCAの観点から優位にあると考えられる。 

 

(2) ガス化プラントから排出されたもみ殻灰の品質評価 

 写真 2-4 に電気炉およびガス化プラントで焼成されたもみ殻灰，表 2-6 にそれぞれのも

み殻灰の物性値，表 2-7 に成分分析結果を示す。電気炉で焼成されたもみ殻灰は白色であ

るのに対して，ガス化プラントから排出されたもみ殻灰は黒色であった。ガス化プラント

のもみ殻灰は電気炉でのものと比較して，強熱減量が約 18倍も大きく，未燃炭素含有率が

高かった。ガス化プラントのもみ殻灰は電気炉のもみ殻灰と比較して，比表面積が約 1/2以

上小さかった。なお，ガス化プラントのもみ殻灰の比表面積は 3,670 cm2/gであり，ポゾラ

ンの一つであるフライアッシュ（2,000～4,000 cm2/g35））と同程度の比表面積だった。既往

研究において，強熱減量や比表面積は燃焼温度の影響を強く受けることが明らかにされて

いる 27), 28)。例えば，Muthadhiらは 500 ℃で 120 分燃焼したとき，BET 比表面積が最大とな

ったと報告している 27)。本研究では電気炉において 500 ℃で焼成を行ったため比表面積が

大きかったと推察される。以上の検討結果より，ガス化プラントから排出されたもみ殻灰

 
 

図 2-4 固化材の相違に基づく二酸化炭素排出量の比較 
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は未燃炭素含有率が高く，比表面積も小さいことから，電気炉で焼成されたもみ殻灰と比

較してポゾラン活性度が低いと考えられる。 

 表 2-8および図 2-5に使用したもみ殻灰の XRD結果を示す。ガス化プラントより排出さ

れたもみ殻灰は電気炉で作製したものと比較して非晶質量が小さく，結晶物質であるクリ

ストバライトが大きかった。焼成もみ殻灰の結晶化については，焼成温度が 600 ℃程度ま

では非晶質シリカであり，焼成温度が 1000 ℃を超えるとクリストバライトが生成されるこ

とが既往研究より明らかにされている 30)。電気炉における焼成ではこれに従い，500 ℃で焼

成を行ったため非晶質量が多かったものと推察される。ガス化プラントより排出されたも

み殻灰は，システム上，ガス化炉の温度が 130～800℃であり，高温域での焼成が部分的に

行われているため，クリストバライトの生成量が増加したと推察される。開発材料の実用

化にあたっては，炉内の適切な温度管理が必要だと考えられる。 

 

(3) 緑化基盤材における作製可能量の試算 

 新潟市の公園および緑地面積の内訳を図 2-6，緑化基盤材の作製可能面積の試算結果を図

2-7に示す。検討の結果，1.1～8.8 km2（11～92 %）の作製が可能であることが明らかにな

った。すべての緑化基盤材は年間に更新しないことを考慮すると，もみ殻灰は需要量に対

して十分な供給量を有していると考えられる。 
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(a) ガス化プラントから排出されたもみ殻灰         (b) 電気炉で焼成したもみ殻灰 

 

写真 2-4 焼成方法の相違によるもみ殻灰の比較 

 

 

表 2-6 もみ殻灰の物理試験結果 

 

焼成方法 
密度 比表面積 

(g/cm3) (cm2/g) 

ガス化 

プラント 
1.79 3,670 

電気炉 2.12 8,900 

 

 

表 2-7 もみ殻灰の成分分析結果 

 

焼成方法 
ig.loss SiO2 Al2O3 Fe2O3 CaO MgO SO3 Na2O K2O TiO2 P2O5 MnO 

(%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) 

ガス化 

プラント 
39.85 56.87 0.34 0.07 0.60 0.19 0.05 0.04 1.91 0.00 0.31 0.12 

電気炉 2.93 89.36 0.67 0.26 1.29 0.46 0.42 0.12 3.39 0.02 0.69 0.44 
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表 2-8 もみ殻灰の XRD/Rietveld 解析結果 

 

焼成方法 
非晶質量 

（%） 

クオーツ 

（%） 

クリストバライト  

（%） 

トリディマイト 

（%） 

ガス化プラント 61.73 0.23 32.83 5.21 

電気炉 97.83 2.17 0.00 0.00 

 

 

 

(a) ガス化プラントで排出されたもみ殻灰 

 

(b) 電気炉で焼成したもみ殻灰 

 

*C：クリストバライト， T：トリディマイト，Q：クオーツ，Co：コランダム（内

部標準物質）を示す。 

 

図 2-5 もみ殻灰の X線回折結果 
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図 2-6 新潟市の公園および緑地面積 32) 

 

 

 

＊棒グラフの上部に示した数値は新潟市の公園および緑地合計面

積である 9.6 km2に対する割合を示す。 

 

図 2-7 緑化基盤を事例としたときの作製可能面積の試算結果 
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2.5. まとめ 

 第 2 章では，新潟県で実施されているもみ殻ガス化コージェネレーションシステムを事

例として，もみ殻灰の供給源から構造材料の製造までの過程での環境負荷量（二酸化炭素

排出量）を明らかにした。もみ殻ガス化システムによるエネルギの創出ともみ殻灰の排出

の実態を調査するとともに，排出されたもみ殻灰の構造材料への利用可能性について考察

した。もみ殻ガス化システムによるエネルギの創出およびもみ殻灰の排出の実態はシステ

ムのエネルギ収支から明らかにした。排出されたもみ殻灰の構造材料への利用可能性を 3

つの視点，つまり，（1）改良土製造において固化材の相違が二酸化炭素排出量に与える影

響，（2）ガス化炉で排出されたもみ殻灰の品質，（3）開発材料を緑化基盤材として適用し

た時の作製可能量から考察した。（1）の影響の度合いは固化材の二酸化炭素原単位から評

価した。（2）は XRD/Rietveld 解析による非晶質シリカ量，比表面積および強熱減量から評

価した。検討の結果，次のことが明らかとなった。 

 

(1) もみ殻ガス化システムの 1 年間でのエネルギ収支を概算した結果，もみ殻ガス化シス

テムにより原油換算量で年間約 50 kLのエネルギを創出できることが明らかになった。

二酸化炭素排出量に関しては，もみ殻を活用することで年間二酸化炭素排出量が約 47 t 

削減できると試算された。 

 

(2) ヒアリング調査から本プラントにおけるもみ殻処理能力は 1000 t/年であることが明ら

かになった。新潟市で排出された年間で廃棄されたもみ殻（27,615 t /年）を全て灰にす

るには 28機のガス化炉が必要であると試算できた。 

 

(3) もみ殻灰で固化材を置換することで，固化材添加率が減少し二酸化炭素排出量が減少

することが明らかになった。 
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(4) 二酸化炭素排出の観点から地盤改良材における環境調和性を考察すると，MgO と比較

して CaO およびセメントが LCA の観点から優位にあることが明らかになった。MgO

改良土は CaO 改良土やセメント改良土より二酸化炭素排出量が約 2～3 倍大きかった。 

 

(5) ガス化プラントより排出されたもみ殻灰は電気炉で焼成されたもみ殻灰と比較して，

強熱減量が約 18 倍も大きく，未燃炭素含有率が高かった。ガス化プラントのもみ殻灰

は電気炉のもみ殻灰と比較して，比表面積が約 1/2以上小さかった。ガス化プラントの

もみ殻灰は電気炉のもみ殻灰と比較して，非晶質シリカ量が 30 %少なく，結晶物質で

あるクリストバライトが 30 %多かった。このようなもみ殻灰の品質の相違は燃焼温度

に起因していると推察される。開発材料の実用化にあたっては，炉内の適切な温度管

理が必要だと考えられる。 

 

(6) 新潟市における作製可能な緑化基盤材の面積を試算した結果，1.1～8.8 km2（占有率：

11～92 %）の作製が可能であることが明らかになった。すべての緑化基盤材は年間に

更新しないことを考慮すると，もみ殻灰は需要量に対して十分な供給量を有している

と考えられる。 

 

 以上より，もみ殻およびもみ殻灰を活用することで，エネルギを創出できるとともに，

二酸化炭素排出量を削減できることが明らかになった。ガス化プラントから排出されるも

み殻灰はポゾラン活性が小さいが，供給量を十分満たしているため，利用可能性が高いこ

とが明らかになった。 二酸化炭素排出量を指標とした環境親和性の観点からは，セメント

を固化材とすることで，最も環境負荷を低減できることが明らかとなった。このことから，

次章では，セメント改良土における空隙構造および力学性能を考察する。 
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第 3章 弾性波指標に基づくセメント改良土の材質評価法 

の開発 

 

3.1. 概説 

 緑化基盤材は，構造材料として長期安定性を保ち，同時に植物根圏の発達を阻害しない

空隙構造をもつ多孔質材料であることが求められる。開発材料は脆性材料かつ多孔質材料

であることから，従来の強度指標に加えて，材質を評価する指標が必要だと考えられる。

本章では，開発材料の空隙構造を評価するとともに，AE 法およびデジタル画像相関法を用

いて，割裂破壊過程および圧縮破壊過程における多孔質材料の破壊特性を考察する。加え

て，多孔質材料の結合力と本章で提案する AE エネルギ指標との関係から新たな材質評価法

を構築する。3.3 では，実験材料および方法について記述する。3.4 では，解析方法として

ひずみエネルギ，エネルギ解放率および AE エネルギといったエネルギの概念を整理する。

3.5 では，結果および考察をまとめる。具体的には，3.5.1～3.5.3 では，空隙構造を細孔径分

布試験，透水試験および保水性試験よりそれぞれ考察する。3.5.4 では，割裂破壊過程にお

ける破壊特性をエネルギ解放率と AE エネルギとの関係から考察する。3.5.5 では，もみ殻

灰の内割置換率が異なるケース間での圧縮破壊過程における破壊特性の違いを明らかにす

る。空隙構造や結合力が圧縮強度および AE エネルギに与える影響を考察し，AE エネルギ

の材質評価指標としての有効性を示す。 

 

3.2. 材料中の AE の発生とその特徴 1) 

 材料試験では，載荷過程におけるひび割れの発生・発達と材質との関係の中で，破壊に

伴うエネルギ放出により AE が検出される。波動伝播に関係した AE 法の特徴は，試験を物

体の表面で行うことにある。物体表面では，力学的観点から面に対する法線方向の応力成
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分が常に 0 となる。このことから，自由表面に到達した弾性波が反射され，この結果とし

て物体表面での AE 計測では，縦波（P 波）と横波（S 波）に加えて，その反射により発生

した反射 P 波と反射 S 波が混在して検出されることになる。実際の試験では，実体波であ

る P 波と S 波に加えて，レイリー波やラブ波に代表される表面波が検出される。表面波は，

自由表面が存在することにより発生する弾性波であり，その振幅は自由表面で最大となり，

表面からの距離が増加するにつれて指数的に減少する。実体波や表面波の伝播過程は，伝

播する媒体の不均一性や多層構造などに影響され複雑な様相を呈するが，検出波長と比較

して小さな不均一性の影響は無視できる。 

 

3.3. 実験材料および方法 

3.3.1. 実験材料 

(1)細骨材 

本研究では，砂質土（土粒子密度：2.66 g/cm3）を使用した。使用砂の粒径加積曲線を図

3-1に示す。均等係数 Uc：5.3，曲率係数 Uc’：1.0，粗砂分：40.4 %，中砂分：40.0 %，細

砂分：18.0 %，シルト分：1.6 %である（表 3-1）。JIS A 1210「突固めによる土の締固め試験」

の A 法による最適含水比は 9.3 %であった（図 3-2）。この結果から，配合設計においては

砂質土の含水比を 9.3 %に調整して実験を行った。 

 

(2)結合材 

 結合材には普通ポルトランドセメント（密度：3.16 g/cm3）を使用した。 

 

(3)もみ殻灰 

 もみ殻灰は第 2 章に示した新潟県のガス化プラントから排出されたものを使用した。も

み殻灰の品質は第 2 章を参照する。 
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図 3-1 粒径加積曲線 

 

 

表 3-1 使用砂の粒度 

 

土粒子密度 

(g/cm3) 

最大粒径  

(mm) 

60%粒径 

 (mm) 

50%粒径 

 (mm) 

30%粒径 

 (mm) 

10%粒径 

 (mm) 

2.66 2.00 0.85 0.69 0.37 0.16 

 

均等係数 Uc  曲率係数 Uc´ 
礫分  

(%) 

粗砂分 

 (%) 

中砂分 

 (%) 

細砂分  

(%) 

シルト分 

 (%) 

5.3 1.0 0.00 40.4 40.0 18.0 1.6 

 

 

 

図 3-2 締固め曲線（砂質土） 
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3.3.2. 配合 

 配合設計を表3-2に示す。もみ殻灰の内割り置換率が異なる8つのケースを用意した。内

割り置換とは，もみ殻灰をセメントの一部と置換し結合材として使用する方法である。も

み殻灰内割り置換率Pは式（3-1）で定義した。 

100



RCE

R

mm

m
P  （3-1） 

ここで，mR：もみ殻灰質量，mCE：セメント質量である。 

 

3.3.3. 実験方法 

 本研究では，開発材料の空隙構造および力学特性を明らかにした。空隙構造は細孔径分

布試験，透水試験および保水性試験から評価した。力学特性は AE 法およびデジタル画像相

関法を用いた圧縮強度試験および割裂引張強度試験から評価した。もみ殻灰の置換率の相

違が空隙構造や力学特性に及ぼす影響を考察した。加えて，AE エネルギを用いた材質評価

方法の構築を試みた。 

表 3-2 配合 

 

 

*直径 50 mm，高さ 100 mm の円柱供試体 1 本分を示す。 

砂質土
普通ポルトランド

セメント
もみ殻灰 水

(g) (g) (g) (g)

0 % 350.00 24.50 0.00 32.55

10 % 350.00 22.05 2.45 32.55

25 % 350.00 18.38 6.13 32.55

40 % 350.00 14.70 9.80 32.55

50 % 350.00 12.25 12.25 32.55

60 % 350.00 9.80 14.70 32.55

70 % 350.00 7.35 17.15 32.55

80 % 350.00 4.90 19.60 32.55

もみ殻灰
内割置換率
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(1) 細孔径分布試験 

 もみ殻灰を混和したセメント改良土の細孔径分布を測定した。直径 50 mm，高さ 100 mm

の円柱供試体を JGS 0811「安定処理土の突固めによる供試体作製方法」に準じて作製した。

このときの締固めエネルギ Ecは JIS A 1210「突固めによる土の締固め試験」の A 法と同様

な 550 kJ/m3とした。製作後 20 ± 3 ℃で 28 日水中養生させた後に供試した。 

 試料の高さ方向の中央付近より，湿式ダイヤモンドカッターを用いて厚さ 10 mm 程度の

円盤状片を切り出し，アセトンに 1 日以上浸漬させ，水和停止した。これらの外周 10 mm

程度をニッパーで取り除いた後，5 mm 角程度の小片に加工し，凍結乾燥機で 1 時間乾燥し

たものを測定に供した。測定には micromeritics 社製水銀圧入法式ポロシメーター

AutoPoreⅣ9520 を用いた。なお，本研究で使用したポロシメーターの分解能は 0.1 mm2

（0.0001 ml）である。 

 ガラス製試料容器（試料室容積：5 ml，キャビラリ容積：0.392 ml）に試料をはかり取り，

ポロシメーターにセットし，容器内に水銀を注入した。容器ごと圧力を加え，水銀を試料

の細孔に圧入し，その量を測定した。圧力は段階的に増加させた。加える圧力と水銀が圧

入される細孔径は式（3-2）の関係がある。なお，水銀の表面張力 γ を 0.484 N/m，水銀と試

料との接触角 θ を 130°（cosθ = - 0.643）とした。式（3-2）より各圧力に相当する細孔径を

算出した。各圧力における水銀圧入量を，その点までに水銀が圧入された細孔の量とし，

両者より細孔径分布を求めた。 

Pd /cos4   （3-2） 

ここで d：細孔径（直径），γ：水銀の表面張力，θ：水銀と試料の接触角，P：圧入圧力であ

る。 
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(2) 透水試験 

 透水性を評価するために変水位透水試験（土壌透水性測定器 4 点式 DIK-4000，大起理化

工業社製）を実施した。材齢 7 日および 28 日で直径 50 mm，高さ 50 mm の円柱供試体を作

製した。締固めエネルギは他の実験と同様な 550 kJ/m3とした。供試数は 5 サンプルとした。 

 

(3) 保水性試験 

 保水性を保水性試験の加圧板法から評価した。自動圧力調節器加圧用 DIK-9222（大起理

化工業社製）を用いて計測した。透水試験と同一な材齢 28 日の供試体を用いた。pF 3.2 ま

で計測した後に，炉乾機を用いて 105 ℃で 24 時間乾燥させ，含水比を測定した。 

 

(4) 割裂引張強度試験 

引張応力に対するひび割れの発生や進展の挙動を把握することは，構造材料の破壊現象

解明において重要な課題である。引張特性を評価するために，金属材料においては直接引

張試験が実施されている。しかしながら，開発材料は低強度で脆性的に破壊に至るため，

金属材料と同様な方法で評価することは難しい。このため，既往研究では，脆性材料の引

張特性を，供試体形状を工夫した直接引張試験（例えば，西村 2)）や割裂引張強度試験によ

って評価している。金田らは，セメント改良土の引張挙動を割裂引張強度試験から評価で

きることを明らかにしている 3)。筆者らの既往研究においても，酸化マグネシウム改良土や

セメント改良土に割裂引張強度試験を適用できることが明らかにされている 4)~7)。このこと

から，本研究では，割裂引張強度試験から引張特性の評価を試みた。 

割裂引張強度試験は，赤沢 8)により圧裂試験として提案された試験方法である。試験方法

の理論は町田 9)や岸谷ら 10)によって確立された。その後の多くの既往研究から，割裂引張強

度と直接引張試験から求められる引張強度とが相対的に一致することや，供試体寸法の影

響が明らかにされている。 
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本研究では，材齢 28 日において割裂引張強度試験を行った。載荷速度は 0.3mm/min とし

た。直径 50 mm，高さ 100 mm の円柱供試体を JGS 0811「安定処理土の突固めによる供試体

作製方法」に準じて作製した。このときの締固めエネルギ Ecは JIS A 1210「突固めによる土

の締固め試験」の A 法と同様な 550 kJ/m3とした。供試体は製作後 20 ± 3 ℃で 28 日水中養

生させた。 

 

(5) 圧縮強度試験 

 材齢 7 日および 28 日において圧縮強度試験を行った。直径 50 mm，高さ 100 mm の円柱

供試体を割裂引張強度試験と同様な方法で作製した。供試体は製作後 20 ± 3 ℃で水中養生

させた。 

 

(6) AE 計測およびデジタル画像相関法による各種応力場での破壊過程の評価 

 開発材料のような多孔質材料においては，各種応力場で応力集中により破壊が進行する

11)。最弱リンク説 12)によれば，開発材料では，均質性を仮定できる構造材料と比較して，

局所的なひび割れによって低強度で破壊が進行すると予測される。このため，応力ひずみ

曲線に基づく評価に加えて，破壊過程でのひび割れの挙動を評価する必要があると考えら

れる。また，ひずみの計測には一般的にひずみゲージや変位計が点的に用いられるが，こ

の方法では局所的なひずみ挙動を評価することが難しい。この課題に対して，既往研究で

は，複数本のひずみゲージの設置（例えば，渡辺ら 13)），スペックル干渉を利用した計測（例

えば，松田ら 14)）および画像による面的なひずみ分布（例えば，車谷ら 15)）の計測が試み

られている。本研究では，割裂引張強度試験および圧縮強度試験に AE 計測とデジタル画像

相関法（DICM）16)による計測を導入し，局所的に進行する破壊挙動を評価した。 

AE 計測には，SAMOS（PAC 社製）を用いた。150 kHz 共振型センサ R15α を 6 個設置し

た。しきい値を 40 dB，増幅値を 60 dB，周波数域を 5 kHz～400 kHz に設定した。割裂引張

強度試験の実験概要図を写真 3-1，圧縮強度試験および割裂引張強度試験の AE センサ配置
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を図 3-3に示す。 

 DICM によってひずみ分布を算出するため， 2 台の CCD カメラを用いて，載荷過程での

供試体の変形を撮影した。DICM は測定対象物表面を CCD カメラで撮影したデジタル画像

を解析することにより，変形量と方向を推定する解析手法である。解析原理は測定対象物

表面の計測範囲にスプレーなどで不定形ドット（ランダムパターン）を施し，測定対象物

の変形前後の移動量を追跡することにより，変形量と変形方向を解析するものである。 

CCD カメラは Xenoplan2.0/28（Schneider KREUZNACH 製）を用いた。計測前に校正プレ

ートを用いて，位置および角度を変えながら 20 枚程度撮影し，画像のひずみ補正を行った。

供試体の計測面には，白色のスプレーで下地を塗布し，下地の上から黒色のランダム模様

を描いた。計測表面を一定の明るさに保ち，CCD カメラの撮影間隔を 10 Hz に設定し撮影

を行った。 

ひずみ分布の解析においてはサブセットを 51 pixel に設定した。変形後のサブセットを対

象に，変形前のサブセットの輝度値分布と高い相関性を示すサブセットを数値解析で探索

し，このサブセット中心の点の移動より変位方向，変位量を算出した。この処理を全ての

小領域で繰り返すことによって全視野の変位データを得た。以上の方法により得た変形量

を利用し，変形後の二点間の長さの変化を算出することで計測点のひずみを求めた。 

 

 

写真 3-1 実験概要図 

CCDカメラ CCDカメラ

供試体拡大図

AEセンサ

供試体
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(7) 超音波伝播速度の測定 

 供試体の内部構造を把握するため，供試体の短軸方向に対して超音波伝播速度（P 波速度）

を測定した。計測装置は Pundit Lab（PROCEQ 社製）を使用した。計測は供試体中心部にお

いて行った。探触子にはグリスを薄く塗布し，供試体との密着性を高めた。入力超音波は

周波数 54 kHz，入力電圧 500 V とした。 

 

(a) 割裂引張強度試験 

 

 

(b) 圧縮強度試験 

*#はチャンネル番号を示す。 

図 3-3 AE センサ配置図（単位：mm） 
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3.4. 解析方法 

3.4.1. ひずみエネルギの評価 17) 

 物体が外力の作用を受けると，外力の作用点は力の方向に指導し変形を生じる。外力と

その方向の変位の関係は，外力 P(x)が dP だけ増加する間に変位 x が dx だけ増加するとすれ

ば，この間，外力は 

dPdxdxxPdU
2

1
 )(  （3-3） 

の仕事を行うが，右辺の第 2 項は高次の微小量なので省力すると，この仕事は，図 3-4(a)

の斜線部の面積で表される。このような微小量の総和をとれば，物体が x1 まで変形するま

でに外力のなした仕事は 

 
1

0

x

dxxPdUW )(  （3-4） 

となる。この仕事は，物体内に変形のエネルギとして蓄えられる。このエネルギをひずみ

エネルギという。図 3-4(b)に示すように，外力と変形が正比例の関係にある時 k を比例定

数とすると 

kxP   （3-5） 

の式が成立する。したがって外力のなした仕事（蓄えられるひずみエネルギ）は次式で与

 

(a)                              (b) 

図 3-4 ひずみエネルギの算出方法 

外
力

0 変位 x

P=kx

U=1/2P1x1

P
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えられる。 

11
2

1
0 0 2

1

2

11 1

xPkxkxdxPdxdUU
x x

     （3-6） 

本研究では，圧縮強度試験において，応力ひずみ曲線からひずみエネルギを算出した。 

 

3.4.2. 画像解析によるエネルギ解放率の評価  

 開発材料では，強度指標による評価だけでは十分ではない。破壊強度は，破壊を引き起

こす最大荷重を，その部材断面が均等にあるいは滑らかな勾配をもって負担するものと仮

定し，その単位面積あたりに作用する応力として定義される 18)。しかしながら，脆性材料

かつ多孔質材料においては，応力分布が均質ではないため，応力集中する部分からひび割

れが発生し破壊に至る 11)。このため，強度を補完する指標が必要である。既往研究では，

破壊力学パラメータを用いて，ひび割れの進展特性をとらえる試みが行われ，その有用性

が明らかになっている 18)~20)。本研究では，破壊力学パラメータの一つであるエネルギ解放

率を算出することで，開発材料の破壊特性を評価する。加えて，AE エネルギを用いて，エ

ネルギ解放率の推定を試みる。以下に，東郷 21)の文献を参照し，エネルギ解放率の評価方

法を示す。 

図 3-5 にき裂進展に伴うポテンシャルエネルギの変化を示す。き裂面積 A のき裂を有す

る部材が荷重 P を受けて，図 3-5 の a 点まで変化しているとする。そのときのき裂材に蓄

えられるひずみエネルギ WTは，き裂材の応力-ひずみ分布よりひずみエネルギ密度 W を求

め，体積積分することにより， 

 



0

)( xyxyzxzxyzyzzzyyxx ddddddW  

)(
2

1
xyxyzxzxyzyzzzyyxxW    （3-7） 


V

T WdxdydzW  （3-8） 
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で得られる。また，このひずみエネルギは，図 3-5の面積 Oac に等しい。一方，a 点まで変

形させるのに要した外力の仕事は， 

 



0 2

1
PPdU  （3-9） 

で与えられるので，図 3-5 の面積 Oab で与えられる。物体が釣り合い状態を保ちながら変

形した場合，外力の仕事はひずみエネルギとして物体内に蓄えられ，除荷過程では，蓄え

られたひずみエネルギは解放され，外力は負の仕事をすることになる。物体と外力からな

る系のポテンシャルエネルギは 

UWT   （3-10） 

で定義され，外力と釣り合いを保ちながら変形した状態では Π=0 ということになる。 

 図 3-5において，a 点まで変形した後に，き裂が進行し，き裂面積が A＋ΔA に増加した

とすると，このときの荷重-変位曲線はコンプライアンス（荷重-変位曲線での荷重軸に対す

る直線の傾き）が増加するため，A＋ΔA に対する荷重-変位曲線上の点 c まで移動する。き

裂進展前のポテンシャルエネルギは 

Π0＝面積 Oab－面積 Oab＝0 （3-11） 

で与えられ，き裂進展後のポテンシャルエネルギは 

Π1＝面積 Ocd－面積 Oacd （3-12） 

で与えられる。したがって，き裂進展に伴いポテンシャルエネルギに変化 ΔΠ は 

 

 

図 3-5 エネルギ解放率の算出方法 

荷
重
P

0
変位 δ

A=0 A=ΔA

GΔA

a c

f

b d

e
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ΔΠ＝Π1－Π0＝面積 Ocd－面積 Oacd＝面積 Oac （3-13） 

となり。負の値になるのでポテンシャルエネルギは解放されることがわかる。解放される

ポテンシャルエネルギは 

－ΔΠ＝面積 Oac （3-14） 

と表され，常に正となる。図 3-5 において，一定荷重下でのき裂進展および一定変位下で

のき裂進展に対しては，それぞれ，e 点および f 点に移動することとなり，そのときの解放

されるポテンシャルエネルギは面積 Oae，面積 Oaf で表されるが，き裂面積の増加ΔA を限

りなく小さくすると，境界条件に関係なく一定の値に収束する。これは，面積 Oae に比べ

て，面積 aef，面積 ace は高次の微小量で無視できるためである。 

 き裂進展の単位面積あたりに解放されるポテンシャルエネルギ（エネルギ解放率）は次

式で表される。 

dA

d
d

AA
G











 lim

0

 （3-15） 

ここで，dA：ひび割れ面積の増加量，dΠ：ポテンシャルエネルギの解放量である。 

本研究では，荷重と DICM による変位との関係から，図 3-5に示すように面積 Oac を求

めることでポテンシャルエネルギを算出した。ひび割れ面積は，撮影画像を二値化処理し

た後に，載荷前における撮影画像の二値化画像と差分することで求めた（図 3-6）。二値化

            

          (a) 撮影画像      (b) 差分処理後の二値化画像 

 

図 3-6 二値化処理によるひび割れ面積の算出方法 

ひび割れ
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処理には明度を用いて，しきい値は 137 とした。差分処理は黒点とひび割れとを区別する

ために行った。 

 

3.4.3. AE エネルギ解析 

 AE法により検出される弾性波は，各種波動成分が混在したものであるが，ひび割れ形成

により発生する弾性波と物体に外力が作用して発生する弾性波とはその成分が異なる。AE

波動を境界要素法（BEM）により定式化すると境界Sで囲まれた物体の点χにおける時刻tで

の変位ui(χ,t)は次式で表すことができる22)。 

            dstuttTttttGtu kikkiksi ,,;,,,;,, χχχχχχχ
 （3-16） 

ここで，tk(χ’, t’)：面 S 上の応力ベクトル，uk(χ’, t’)：面 S 上の変位ベクトル，Gik(χ, t;χ’, t’)：

BEM 基本解（グリーン関数），Tik(χ, t;χ’, t’)：グリーン関数の変位による応力ベクトル（第

二種グリーン関数）である。この式（3-16）に基づく波形解析理論は Generalized Theory of 

Acoustic Emission と名付けられており，検出された AE が変形ないし破壊の発生機構の特性

を有していることを理論的観点から明らかにしている。 

 しかしながら，AE 計測で検出される弾性波には，各種要因により発生した波動の反射や

透過による変質や表面波が含まれている。この特徴から，小規模の試験体への AE 法の適用

では，高精度の破壊源探査による破壊機構の解析は困難であり，AE パラメータを用いた破

壊過程の評価および分析の有効性が認められている 1)。 

各種材料は微細なひび割れの発生，累積，連結，成長によって破断に至る。その際，ひ

び割れの発生および発達に伴い，エネルギ規模の異なる AE が発生する。AE パラメータの

一つである AE 発生頻度に着目した既往研究では，一連の載荷過程において AE が検出され

ること自体を損傷蓄積によるエネルギ放出と捉え，AE 発生頻度と各種物性値との関連を考

察している 23), 24)。地震や材料破壊に起因する弾性波動は，Gutenburg-Richter 式で説明でき

るように，主破壊に代表される大きな規模の現象は数少なく発生し，小さな現象は数多く
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発生することが明らかにされている 1), 25), 26)。検出波の AEエネルギを考慮することにより，

AE発生頻度において十分に考慮されていない検出波 1波あたりのエネルギレベルを反映さ

せることができ，評価精度の向上につながると考えられる。  

 AE エネルギには，次式に示す 4 つの定義が提案されている 25)。 

dttaE
dT

AE )(2

0  （3-17） 

dttaE
dT

AE )(
0  （3-18） 

 2pAE aE   （3-19） 

dpAE TaE  2)(  （3-20） 

ここで，EAE：AE エネルギ，a(t)：AE 信号の電圧の瞬時値，Td：持続時間，ap：AE 信号振

幅（AE 信号のピーク振幅）である。 

 加えて，AE 実効値電圧（RMS 値：Root Mean Square）は式（3-21）で定義され，波形の

もつパワーの相対的な値を示していると考えられている 25)。注意点としては，RMS 値は時

定数の影響を受けることがあげられる。特に，突発型 AE のような大振幅の AE 信号が低い

発生率で生じる場合には時定数の影響を強く受け，時定数が長い場合には計測雑音レベル

との弁別が困難になることが明らかにされている 27)。 


dT

d
RMS dtta

T
a

0

2 )(
1

 （3-21） 

ここで，aRMS：AE 信号の実効値電圧，a(t)：AE 信号の電圧の瞬時値，Td：持続時間である。 

 本研究では，AE エネルギを指標とした材質評価法を構築することを目的としている。解

析の効率化を図るため，AE エネルギには AE パラメータの使用を検討した。このため，ま

ず，既往研究で提案されている AE エネルギの中で，AE パラメータを用いても精度が低下

せず有効な指標について検討した。検討方法は，AE 波から求めた AE エネルギと AE パラ

メータから求めた AE エネルギを比較した。検討ケースは上記に示した式（3-19）から式（3-21）
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の 3 つのエネルギ指標とした。 

 波形データから AE エネルギを求める際には，AE 波の包絡線面積を算出した。波形デー

タはプリトリガー（Pre Trigger）以後を対象とした。本研究では Pre Trigger を 256 µs に設定

した。このように算出した理由は，AE 波はしきい値を超える AE 波を入力した時間を起点

として Pre Trigger で設定した時間だけさかのぼった地点から記録されるためである。 

 AE パラメータから AE エネルギを求める際は，AE 信号振幅 apは AE パラメータとして

得られる最大振幅値（AMP，単位：dB）を，式（3-22）よりボルト（V）変換したものを値

として用いた。 

           AMP＝20 log(Vmax/ 1µ volt)-Preamplifier Gain in dB （3-22） 

20100000010

GaineamplifierPrAMP

max .V

＋

  （3-23） 

ここで，Vmax ：最大振幅値（V），Preamplifier Gain in dB：プリアンプの増幅値である。本

研究では Preamplifier Gain in dB を 40 dB に設定した。 

AE エネルギの比較には，もみ殻灰を混和していないセメント改良土（表 3-2 0%）にお

いて，圧縮強度試験で検出された AE 波を用いた。対象波は最大振幅値の偏りがないように

任意に選択した 100 波とした。持続時間 Tdが 1024 µs より小さく，平均周波数（A-FRQ）

が 1000，2000，3000 kHz である波形を除いた波形を使用した。使用した AE の最大振幅値

表 3-3 AE エネルギの比較に使用した AE 波の最大振幅値の内訳 

 

最大振幅値 

 (dB) 

持続時間 
頻度 

(μs) 

42~49 

1024 未満 

28 

50~59 20 

60~69 31 

70~79 21 

80~ 1024 以上 14 
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の内訳を表 3-3に示す。なお，この条件にすると，セメント改良土では 77 dB 以下の AE し

か該当しなくなった。突発型 AE の最大振幅値が大きいほど，減衰は時間を要するため持続

時間が長くなったことに起因すると考えられる。 

  次に，同様なセメント改良土において，80 dB 以上の AE を含んだとき AE エネルギの相

関関係が変化するか検討した。最大振幅値 80 dB 以上の 14 波を加えて AE エネルギを比較

した。この 14 波はすべて持続時間 Tdが 1024 µs 以上だった。 

 

3.4.4. SiGMA 解析 

 AEパラメータ解析の評価制度の向上には，AEの発生源位置標定が有効である。多チャン

ネル計測でのAE波の到達時間差を用いることで，発生源からAEセンサへの距離応じたP波

の到達時間差が得られ，これにより発生源の空間的な位置を決定することができる28), 29)。

加えて，発生源から放射されるAE波の振幅パターン30)，逆問題31)へと進み，AE波形から発

生源の幾何学的情報（モーメントテンソル）を求めれば，AEの位置のみではなく，運動の

種類や方向を決定することができる32), 33) 。また，AICを用いた初動部の自動読み取り技術

も開発されている34)。以下に，大津1)の文献を参照し，モーメントテンソル解析（SiGMA解

析35)）についてまとめる。 

SiGMA解析は，6個以上のAEセンサによりAE波形を取得し，初動の到達時間差からAE発

生源の位置と運動方向を決定する手法である。AE波の初動振幅値と到達時間差からモーメ

ントテンソル成分に関する線形連立方程式をつくり，成分を決定することができるもので

ある。 

 モーメントテンソル mpq  は 2 階のテンソルで，等方性材料では，AE 波の発生源となっ

たマイクロクラックの面が運動した方向をベクトル l ，その法線ベクトルを n とすると次

式で表すことができる。 

  Vnlnlnlm pqqppqkkpq    （3-24） 
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ここで，λ とμ はラメの定数，δ はクロネッカーのデルタ記号である。ΔV は相対変位量を

クラック面状で積分して算出される体積量である。 

 モーメントテンソルは2階のテンソルであることから，固有値解析を行い，主値と主方向

を知ることができる。第1固有値e1，第2固有値e2，第3固有値e3および第1固有ベクトルe1
’，

第2固有ベクトルe2
’，第3固有ベクトルe3

’は式（3-25）および式（3-26）で表される。 

 









1

2-1
1

ν

nl
bμe kk

　　
＝  

ν

nl
νbμe kk

2-1
22

　
＝  （3-25） 









1 -

2-1
3

ν

nl
bμe kk＝  

 

                  e1’ = l + n                   

e2 ‘= l × n  （3-26） 

e3 ‘= l - n 

ここで，クラック面の運動ベクトルバーガースペクトル b を大きさ b と方向ベクトル l の

積 b = b l とする。なお， μ と λ の関係は次式から得られる。 

ν

μν
λ

2 - 1

2
  （3-27） 

 モーメントテンソルの固有値は，図 3-7に示すように，せん断成分 X ，引張偏差成分 Y 

および引張静水圧成分 Z の 3 つの成分に分解される。各固有ベクトル方向に対応したそれ

ぞれの固有値各成分は次式で表される。 

0.1/ 11  eeZYX  

12 /2/-0 eeZY   （3-28） 

13 /2/- eeZYX   

 本研究では，モーメントテンソル成分を決定したのちに，固有値解析を行った。せん断率 
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Rs  = X / ( X + Y + Z )と定義し，固有値からせん断率 Rs を算出した。大津ら 36)と同様に，Rs

が 40 %未満を引張ひび割れ，Rsが 60 %より大きいものをせん断ひび割れ，Rsが 40～60 %

を混合型ひび割れに分類した。AE イベント定義時間は 500 μs とした。イベント定義時間と

は，発生源に最も近い AE センサでの到達時間と，その他の 5 個の AE センサとの到達時間

の差である。本研究では，割裂引張強度試験で検出された AE 波を用いて SiGMA 解析を行

い，AE 源の位置および破壊モードを同定した。圧縮強度試験結果に対しては， SiGMA 解

析を実施せず，AE エネルギを用いて破壊挙動を評価した。これは，圧縮載荷過程には各種

の破壊運動が内在されているため，正確な運動解析ができないためである。 

 

  

 

図 3-7 モーメントテンソルの固有値成分 32) 
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3.5. 結果および考察 

3.5.1. 細孔径分布評価 

 もみ殻灰の置換率の相違による全細孔容積と平均細孔直径の変化を図 3-8，10 μm 以下の

細孔径分布を図 3-9，すべての細孔径分布の比較結果を図 3-10，細孔に関する各種の数値

データを表 3-4に示す。本研究で使用したポロシメーターの分解能は 0.1 mm2（0.0001 ml）

である。本研究では，試料量が 1.2～1.3 g なので，0.00007～0.00008 ml/g で相違があると考

えることができる。図 3-8 より，もみ殻灰の置換率が増加すると，全細孔容積および平均

細孔直径が増加することが明らかになった。細孔率では 24 %から 34 %と約 10 %の相違が

あることが明らかになった（表 3-4）。図 3-9より，細孔直径が 0.010 μm 未満では，置換率

による大きな違いは確認されなかった。ただし，表 3-4より置換率 0 %および 10 %では，

ゲル空隙の割合が 0.900 %であり，その他の置換率と比較して多いことが明らかになった。

この傾向は，セメント添加量が多い上位 2 ケースで示された。水和進行によって C-S-H の

C/H 比は低下し，空隙量が減少するとともに空隙径も小さくなったと推察される。砂質土を

使用したセメント改良土を対象とした既往研究においても，細孔径分布における細孔径へ

の移行は，長期材齢およびセメント添加量を増加した場合に確認されたとしている 37)。加

えて，置換率 25 %以上では，置換率 10 %以下と比較して，細孔直径が 1.000 μm 以上の細孔

が増加した。以上から，置換率 10 %以下と置換率 25 %以上では空隙構造が異なることが明

らかになった。細孔直径が 0.050～0.080 μm および 1.480～2.200 μm において，置換率によ

らず細孔容積がピーク値を示した（図 3-9）。セメントゲルによる砂粒子間の結合は砂粒子

同士の接触部分に限られているために, 砂質土を使用したセメント改良土では比較的大き

なセメント添加量においても数 10 μm 程度の大きな間隙が残存することが明らかにされて

いる 37)。置換率 80 %では，2 つのピーク地点ですべての置換率の中で最も細孔容積が大き

かった。加えて，7.000～10.600 μm でも細孔容積においてピーク値を示した。置換率 80 %

では空隙構造が最も発達していると考えられる。 
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図 3-8 もみ殻灰の置換率の相違による全細孔容積と平均細孔直径の変化 

 

 

 

図 3-9 10 μm 以下の細孔径分布 
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図 3-10 もみ殻灰の置換率の相違による細孔径分布の比較 
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表 3-4 細孔に関する各種の数値データ 

 

  
もみ殻灰 

内割り置換率 
0 % 10 % 25 % 40 % 50 % 60 % 70 % 80 % 

項目   

全細孔容積 (ml/g) 0.1289 0.1347 0.1601 0.1684 0.1619 0.1751 0.1873 0.1920 

全細孔比表面積 (m2/g) 9.2980 9.0960 8.6040 8.4270 8.4140 7.5900 8.0030 8.0510 

メディアン細孔直径 

（容積基準）  
(μm) 6.7675 23.7128 23.5835 30.1160 28.5958 31.2729 32.3244 24.0480 

メディアン細孔直径 

（比表面積基準）  
(μm) 0.0071 0.0072 0.0084 0.0084 0.0082 0.0096 0.0101 0.0114 

平均細孔直径 (μm) 0.0555 0.0593 0.0744 0.0799 0.0770 0.0923 0.0936 0.0954 

かさ密度 (g/ml) 1.9293 1.9330 1.8392 1.7996 1.8334 1.7633 1.7416 1.7250 

見かけ密度（真密度） (g/ml) 2.5679 2.6137 2.6068 2.5821 2.6071 2.5509 2.5851 2.5793 

細孔率 (%) 24.8675 26.0451 29.4467 30.3046 29.6785 30.8754 32.6289 33.1195 

ゲル空隙率 (%) 0.9265 0.8955 0.6941 0.6723 0.6788 0.4933 0.5023 0.4486 

毛細管空隙率 (%) 9.1881 9.3277 9.8957 9.8315 9.5845 9.3699 10.2600 10.8946 

毛管孔隙率 (%) 5.0645 4.0044 8.7249 8.9059 8.4508 11.6808 10.7745 11.3701 

粗孔隙率 (%) 7.7486 10.0124 7.4384 8.3060 8.4599 6.9171 8.4080 7.8893 
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3.5.2. 透水性評価 

変水位透水試験結果を図 3-11に示す。透水係数はすべての置換率において 10-5 m/s のオ

ーダーであり，Cleager の式 38)に従えば，微細砂から細砂の土質に属することが示された。

セメントの添加量の増加による大きな違いは確認されなかった。これは，砂質土に結合材

を粉体添加したことに起因すると考えられる。砂質土に結合材を粉体添加した場合，粘性

土や砂質土へスラリー添加した時と比較して透水係数の低下率が小さいことが報告されて

いる 39)。既往研究では，ρt=1.7 g/cm3，wn＝12 %のセメント改良土（砂質土）の場合，変水

位透水試験において，セメント添加量を 100 kg/m3から 300 kg/m3に増加しても，透水係数

は約 6.0×10-4 m/s から 9.0×10-4 m/s 程度の減少にとどまったとしている 39)。本研究結果に

おいても使用土の特性および結合材の添加方法が透水係数に強く影響したと推察される。 

材齢 7 日と 28 日の透水係数を比較すると，置換率 0 %および 10 %では，材齢 28 日で透

水係数が 1/2 程度減少することが明らかになった。置換率 25 %以上では材齢 7 日と 28 日で

透水係数に変化がみられなかった。この違いは，前項で示した細孔径分布試験結果で示し

 
*エラーバーは標準誤差を示す 

 

図 3-11 もみ殻灰置換率の相違による透水係数の変化 
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たとおり，置換率 10 %以下と置換率 25 %以上では空隙構造が異なることに起因すると考え

られる。置換率 10 %以下で材齢 28 日において透水係数が低かったのは，水和反応が促進さ

れ，土粒子間が結合材の水和物で充填されたためだと考えられる。材齢 28 日における透水

係数と気孔率（細孔径分布試験からの細孔率結果）とは明確な関係は確認されなかった。

既往研究より，透過率と気孔率とは明確な比例関係が存在せず，連続空隙率との間に関係

性を見いだせることが明らかされている 11)。連続空隙量およびアスペクト比等の空隙構造

の特性をさらに明らかにしていくことが課題としてあげられる。 

本研究では既往研究と異なり，もみ殻灰の置換率が増加する（セメント添加量が減少す

る）と，透水係数が減少した。材齢 7 日では置換率 0 %から，材齢 28 日では置換率 25 %か

ら透水係数が減少した。この減少値に相違があるかは議論が必要だが，透水係数の減少に

はセメント添加量と比較してもみ殻灰量が影響を及ぼしたと考えられる。これは水分子に

対して吸着力が高いというもみ殻灰の特徴 40)に起因すると考えられる。先に記述したとお

り，砂質土へ結合材を粉体添加した場合，セメント添加量の増加が透水係数に及ぼす影響

が非常に小さいことからも，本研究においてはもみ殻灰量が透水係数の減少に影響を及ぼ

したと考えられる。 

 

3.5.3. 保水性評価 

 水分特性曲線の比較結果を図 3-12に示す。全体の傾向としては，吸引圧が大きいとき含

水率が小さく，吸引圧が小さくなるにつれて間隙保水成分が増加する傾向だった。このこ

とから，本材料の水分特性曲線は砂質土の水分特性曲線と類似していると考えられる。置

換率 0 %および 10 %では pF 2.1 以後から含水率が一定となった。置換率 40 %～80 %では，

0 %および 10 %と比較して，吸引圧の高い部分でも水分が保持されていることが明らかにな

った。初期含水率においても，置換率 0 %および 10 %，25～80 %の順で大きかった。もみ

殻灰の吸水率は約 400 %と極めて高いことが報告されており 41)，このことでもみ殻灰置換量
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の増加に伴って保水性が増加したと推察される。なお，もみ殻灰置換率の増加に伴う保水

力の増加は，前項の透水試験結果からも示されている。ただし，水分特性曲線では，置換

率 0 %および 10 %と置換率 40 %～80 %においては相違が明らかとなったが，置換率 40 %

～80 %の中では明確な差異が確認できなかった。このことから，空隙構造を適切に評価す

ることができるよりよい指標が必要だと考えられる。 

 

3.5.4.  AE エネルギの評価方法の検討 

波形データから求めた AE エネルギと AE パラメータから求めた AE エネルギとの比較結

果を，図 3-13に示す。最大振幅値の 2 乗値および最大振幅値の 2 乗値と持続時間の積によ

る AE エネルギにおいて，波形データからの AE エネルギと AE パラメータからの AE エネ

ルギとの決定係数が 0.9 以上と相関が高かった。一方，RMS 値においては，相関がみられ

なかった。RMS 値は時定数の影響を受けるため，突発型 AE のような大きな振幅の AE 信

 

 

図 3-12 もみ殻灰置換率の相違による水分特性曲線の比較結果 
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号が生じる場合には波形の特徴を捉えることが難しいと考えられる。セメント改良土では

突発型AEの発生頻度が高く，RMS値が小さいためこのような結果を示したと考えられる。 

図 3-14に最大振幅値が 80 dB 以上の AE10 波を加えて AE エネルギを比較した結果を示

す。この検討は，上述した 80 dB 未満で相関がみられなかった RMS 値においては行わなか

った。80 dB 以上の AE を加えると決定係数が 0.8 程度に減少し，相関が低くなった。80 dB

以上では，AE パラメータで得られた値と波形データから得られた最大振幅値との差が大き

くなるためだと考えられる。このことについて，AE パラメータの最大振幅値と波形データ

の最大振幅値を比較した（図 3-15）。検討の結果，AE パラメータの最大振幅値と波形デー

タの最大振幅値は線形関係ではないことが明らかになった。最大振幅値が 1 V（80 dB）以

下では，AE パラメータでの最大振幅値は波形データの最大振幅値より小さく，最大振幅値

が 1 V（80dB）以上では，AE パラメータから得られた最大振幅値は波形データの最大振幅

値より大きく評価されることが明らかになった。特に，1 V 以上の時には AE パラメータで

最大振幅値を最大 7 倍程度まで過大に評価してしまうことが明らかになった。 

以上の結果を踏まえて，本研究では，AE パラメータを用いた AE エネルギの算出には，

相関が最も高かった最大振幅値の 2 乗値を用いることとした。加えて，AE パラメータから

得られた最大振幅値と波形データの最大振幅値との差が大きかったことから，AE パラメー

タから得られた最大振幅値を次式に示す最小二乗法による指数近似曲線で変換した値を使

用した。 

5066.0
9854.0 ampVV   （3-29） 

ここで，Vamp：AE パラメータから得られた最大振幅値（V）である。 
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(a) 最大振幅値の 2乗値 

 

(b) 最大振幅値の 2乗値と持続時間の積 

 

 (c) RMS 値 

 

図 3-13 波形データから算出した AE エネルギと AE パラメータから算出した AE エネルギと

の比較結果 
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(a) 最大振幅値の 2乗値 

 

(b) 最大振幅値の 2乗値と持続時間の積 

 

 図3-14 波形データから算出したAEエネルギとAEパラメータから算出したAEエネルギと 

      の比較結果（80 dB 以上の AE 波を含んだとき） 

 

 

図 3-15 波形データおよび AE パラメータの最大振幅値の比較結果 
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3.5.5. 割裂引張応力場における破壊力学指標の推定 7),42) 

(1) 応力ひずみ曲線による力学特性の評価 

本研究では，材齢 28 日においてもみ殻灰の置換率が異なる 5 ケースで割裂引張強度試験

を実施した。図 3-16にもみ殻灰の置換率の相違による割裂引張強度の比較結果を示す。材

齢 28 日での割裂引張強度は，0.05～0.12 N/mm2を示し，もみ殻灰置換率の増加に伴って，

割裂引張強度が低下した。割裂引張強度は圧縮強度の約 1/10 だった。そこで，図 3-17にも

み殻灰置換率 0 %のときの応力ひずみ曲線を示す。図 3-18に DICM による横ひずみ分布お

よび SiGMA 解析結果を示す。応力ひずみ曲線において，ひずみは供試体中心部および中心

 

*エラーバーは標準誤差を示す 

図 3-16 もみ殻灰置換率の相違による割裂引張強度の比較（材齢 28 日） 

 

 

 

図 3-17  DICM で検出した応力ひずみ曲線（もみ殻灰無混和サンプル） 
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部から 0.15 d，0.25 d，0.35 d，0.45 d（ d：供試体直径）離れた 4 点を DICM より求めた。

応力 σ は次式より算出した。 

dlπ

p
σ

2
   （3-30） 

ここで，p：荷重，d：供試体直径，l：供試体長さである。 

 図 3-17 および図 3-18 より載荷面上の位置によってひずみ分布が異なることが確認され

た。供試体中心から 0.45 d 離れた載荷板付近において，載荷初期にひずみが顕著に大きく

なった。コンクリートを用いた既往の研究においても同様に，載荷板付近での塑性化領域

の形成が載荷初期に認められている 36), 43), 44)。これは載荷板付近で大きな圧縮応力分布が作

用したためだと推察される。 

 

(2) AE エネルギを用いたひび割れ挙動の評価 

画像解析結果より，ひび割れは供試体中心から 0.25～0.30 d 離れた位置で発生した（図

3-18）。この位置では SiGMA 解析より引張ひび割れが卓越することが明らかになった。二

値化処理の結果，最大荷重時のひび割れ幅は 0.35 mm，ひび割れ長さは 1.02 mm だった。ひ

び割れの発生位置は既往研究と類似した結果を示した。川上 45)や上田ら 46)の結果によれば，

供試体断面中心から 0.3～0.4 d 付近で破壊が開始するとしている。本実験結果では既往研究

 

図 3-18  DICM による横ひずみ分布と SiGMA 解析結果 
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と比較して供試体中心部からひび割れが発生した。これは寸法効果に起因すると推察され

る。既往研究より供試体の破壊挙動と寸法効果との関連が指摘されており，AE イベントが

直径の増加に伴い載荷面付近で集中することが報告されている 47)。 

図 3-19に AE エネルギとエネルギ解放率の関係を示す。図 3-20に検出波を示す。エネル

ギ解放率が増加する 0.5 秒前に，最大振幅値 80 dB 以上の AE 波が検出され（図 3-20 b），

AE エネルギが急増することが明らかになった。このとき，引張ひび割れが卓越することが

確認された。加えて，エネルギ解放率の増加以前（載荷開始 60～70 秒後）に，AE エネル

 

図 3-19  AE エネルギとエネルギ解放率との関係 

 

 

  

          (a)常時検出された AE             (b)エネルギ急増時に検出された AE 

 

図 3-20  検出された AE 波形の変化 
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ギが増加した（図 3-19）。このときにも，SiGMA 解析より引張ひび割れの卓越が確認され

た。このことから，供試体内部または画像解析では判別できないひび割れを AE 計測によっ

て検出できたと考えられる。簡便に破壊力学パラメータを推定する方法が求められている。

既往研究では，ひずみゲージによるひずみ場の測定結果から推定する手法（例えば，黒崎

ら 48)）や，画像解析による変位量の測定結果から推定する手法（例えば，館石ら 49)）が提

案されている。本実験結果から，AE エネルギはエネルギ解放率を推定する指標として有効

であることが明らかになった。 

次に，式（3-31）に示す AE 発生割合 fe(t)を定義し，時系列変化における一次モーメント

（重心位置）を算出した。本研究では，単位時間あたりの AE エネルギとして評価した。 

AE

AE
e

E

tEΔ
tΔtf

)(
)(   （3-31） 

ここで，EAEは AE エネルギを示す。 

 図 3-21 に割裂引張強度と AE エネルギの重心位置の関係を示す。図 3-21 の横軸である

AE エネルギの重心位置は最大荷重時を 1.0 とした相対値で表した。AE エネルギの重心位置

は，全体の傾向として，置換率が高いほど載荷初期に変化し，低応力下での顕著な AE エネ

ルギ放出が明らかになった。同強度のとき置換率が高いほど重心位置が載荷後期となるこ

とが示唆された。これはもみ殻灰の置換率によって空隙構造が変化したためだと考えられ

 

図 3-21 割裂引張強度と AE エネルギ重心位置の関係 
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る。 

以上のことから，セメント改良土の材質の相違は，AE エネルギ放出を変質させることが

明らかになった。AE エネルギ特性を用いることで精緻な材質評価が可能になると考えられ

る。緑化基盤造成後の長期耐久性を議論するには，強度特性に加えて，各種応力場におけ

る AE エネルギ指標を計測することでひび割れの発達過程や破壊力学指標の推定が可能に

なると推察される。 
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3.5.6.圧縮応力場における力学指標の推定 

(1) 応力ひずみ曲線による力学特性の評価 

 もみ殻灰内割置換率の相違による圧縮強度の比較結果を図 3-22，もみ殻灰置換率と材齢

7 日から 28 日での圧縮強度の増加率との関係を図 3-23，ひずみエネルギと圧縮強度の関係

を図 3-24，材齢 7 日および 28 日における応力ひずみ曲線より求められた力学特性を表 3-5

に示す。 

 材齢 7 日での圧縮強度は 0.13～1.42 N/mm2，材齢 28 日での圧縮強度は 0.39～2.12 N/mm2

を示し，もみ殻灰置換率の増加に伴って圧縮強度が低下した（図 3-22）。圧縮強度の増加率

は，置換率 0 %から 40 %にかけて低下し，置換率 50 %以上から 2.50 倍以上に急増した（図

3-22）。中・長期の強度の増加はポゾラン反応性物質の特徴であることから，置換率 50 %以

上ではポゾラン反応によって圧縮強度が増加したと考えられる。なお，既往研究において，

もみ殻灰で置換したケースでは，無混和やフライアッシュで置換したケースと比較して，

初期材齢での圧縮強度が増加し，長期材齢での強度も無混和のときより高い値を示すこと

が報告されている 50)~ 54)。加えて，Salas らは，もみ殻灰を添加したコンクリートにおいて，

もみ殻灰の置換率を変化させて圧縮試験を行い，最大圧縮強度を示す置換率が存在すると

している 55)。本研究においても，もみ殻灰の置換率が増加した 50 %以上で，ポゾラン反応

によって圧縮強度が増加したと考えられる。置換率 50～80 %の圧縮強度を比較すると，置

換率 60 %で最大値を示した。細孔径分布試験より，置換率 50～80 %ではゲル空隙率に変化

が見られなかった。一方で，租孔隙率においては 60 %で最小値を示した。このことから，

水和反応やポゾラン反応が促進された場合，10～12 nm 以下の空隙量が減少することが報告

されている 56), 57)。このことから，置換率 60 %において圧縮強度が増加した主要因は，水和

反応やポゾラン反応による化学的作用ではなく，締固めが最適含水比近傍となったためだ

と推察される。図 3-24より，圧縮強度とひずみエネルギの間には正の相関があることが確

認された。回帰分析の結果，ひずみエネルギは圧縮強度に対して 1 %水準で有意であること
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が示された。同一強度でも，材齢 28 日の方が材齢 7 日よりひずみエネルギが小さかった。

圧縮強度の増加に伴い，その傾向は顕著に示された。この傾向は材齢の経過に伴い硬化が

促進したためだと推察される。 

 

表 3-5 応力ひずみ曲線より求められた力学特性 

 

(a) 材齢 7日 

もみ殻灰 

内割置換率 

圧縮強度 最大ひずみ 
初期接線 

弾性係数 

割線 

弾性係数 

ひずみ 

エネルギ 

(N/mm2) (μ) (MPa) (MPa) (J) 

0 % 1.42 9,253  99 155 1.28 

10 % 1.26 10,035  187 138 1.25 

25 % 0.98 7,144  207 140 0.69 

40 % 0.79 10,395  113 83 0.80 

50 % 0.25 3,477  -*2 148 0.14 

60 % 0.35 7,451  70 51 0.25 

70 % 0.25 4,773  -*2 53 0.13 

80 % 0.13 4,581  -*2 94 0.03 

 

(b) 材齢 28 日 

もみ殻灰 

内割置換率 

圧縮強度 最大ひずみ 
初期接線 

弾性係数 

割線 

弾性係数 

ひずみ 

エネルギ 

(N/mm2) (μ) (MPa) (MPa) (J) 

0 % 2.12 7,276 379 292 1.47 

10 % 1.73 6,780 382 259 1.13 

25 % 1.29 6,042 426 214 0.75 

40 % 0.88 5,907 275 151 0.50 

50 % 0.69 4,012 305 174 0.27 

60 % 0.83 5,257 268 158 0.42 

70 % 0.61 6,665 174 96 0.39 

80 % 0.39 6,045 82 63 0.23 

 

*   表中の数値は平均値を示す。 

*2 応力‐ひずみ曲線の不具合により算出されたエラー値は除く。 
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＊エラーバーは標準誤差を示す。 

図 3-22 もみ殻灰内割置換率の相違による圧縮強度の比較結果 

 

 

図 3-23 もみ殻灰内割置換率と材齢 7日から 28 日での圧縮強度の増加率との関係 

 

 

*凡例の 7d は材齢 7 日，28d は材齢 28 日を示す。 

図 3-24 圧縮強度とひずみエネルギとの関係 
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 (2) デジタル画像相関法による圧縮破壊特性の考察 

 圧縮載荷過程において，ひずみは供試体全体に共通するひずみ，損傷領域内の平均負荷

ひずみ（圧縮割裂ひび割れ）およびせん断帯などによる局所変形（局所化したせん断ひび

割れ）の 3 つの成分から構成できると考えられている 58)。本研究では，DICM により y 軸

（鉛直）方向および x 軸（水平）方向の 3 つのひずみ分布から，開発材料の破壊挙動を考

察した。なお，せん断方向のひずみは，x 軸および y 軸方向のひずみと比較して約 1/10 以

上小さかったため，解析の対象にしなかった。高さ 100 mm の供試体を 10 等分し，各々の

高さでのひずみ分布を求めた。図 3-25および図 3-26に，もみ殻灰の内割置換率 0 %および

80 %の時の DICM による y 軸方向のひずみ分布と供試体高さごとでの y 軸方向のひずみ量

の変化を，図 3-27 および図 3-28 に x 軸方向のひずみ分布と供試体高さごとでの x 軸方向

のひずみ量の変化を示す。y軸方向のひずみ分布を比較すると，もみ殻灰の置換率によらず，

載荷初期から供試体上部でひずみが大きいことが明らかになった。これは締固めの影響だ

と考えられる。既往研究より，地盤材料において，締固め方法や含水比によって強度や変

形特性が大きく変化することが明らかにされている 59), 60)。特に，本研究で実施したような

動的締固めでは静的締固めと比較して，土構造がランダム配列を有し，各層での力学特性

に違いが生じやすいことが指摘されている 61), 62)。本研究では，3 層に分けて締固めを行っ

たため，供試体上部が最も空隙が多くひずみが大きくなったと推察される。一方，x 軸方向

のひずみは，供試体下部では置換率による変化は認められなかったが，供試体上部では置

換率によって変化することが示唆された。供試体下部では，x 軸方向のひずみは，置換率に

よらず応力レベル 80 %程度で下部 1/3 の位置から大きくなり破壊に至った。 供試体上部で

は，置換率 80 %では，x 軸方向のひずみは載荷初期から増加することが明らかになった。

この傾向は置換率 0 %および 10 %では示されず，置換率 25 %以上で示された。細孔径分布

試験より置換率 10 %以下と 25 %以上では空隙構造が異なることが示唆されており，置換率

25 %以上では，空隙構造が発達していたため供試体全体で破壊が進行したと考えられる。 
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図 3-25 DICM による y軸方向のひずみ分布 

 

 

(a) 高さ 100 mm 

 

(b) 高さ 50 mm 

図 3-26 応力レベルに伴う y軸方向のひずみ量の変化  
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図 3-27 DICM による x軸方向のひずみ分布 

 

 
(a) 高さ 100 mm 

 
(b) 高さ 50 mm 

図 3-28 応力レベルに伴う x軸方向のひずみ量の変化 
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(3) AE エネルギを用いた材質評価 

 本研究では AE エネルギを用いた材質評価を試みた。図 3-29に材齢 28 日での累積 AE エ

ネルギと圧縮強度の関係を示す。累積 AE エネルギと圧縮強度には正の相関があり，単回帰

分析から 1 %水準で示された。累積 AE エネルギは，置換率が増加するほど減少した。図 3-30

に P波速度と累積AEエネルギとの関係を示す。P波速度と累積AEエネルギとの間には 1 %

水準で正の相関があることが明らかになった。P 波速度の相違は，供試体内部の空隙構造に

 

図 3-29 材齢 28 日での累積 AE エネルギと圧縮強度の関係 

 

 

 

図 3-30 累積 AE エネルギと P波速度の関係 

y = 639.38x - 208.11

R² = 0.877

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

0.00 0.50 1.00 1.50 2.00 2.50

累
積

A
E
エ
ネ
ル
ギ

(V
2
)

圧縮強度 (N/mm2)

28d-0%

28d-10%

28d-25%

28d-40%

28d-50%

28d-60%

28d-70%

28d-80%

y = 0.0794e0.0044x

R² = 0.875

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

1,000 1,200 1,400 1,600 1,800 2,000 2,200 2,400

累
積

A
E
エ
ネ
ル
ギ

(V
2
)

P波速度 (m/s)

28d-0%

28d-10%

28d-25%

28d-40%

28d-50%

28d-60%

28d-70%

28d-80%



97 

 

起因すると考えられる。物体中の音波伝播特性には音響インピーダンス Z が指標として用

いられる。Z は次式で求められる 63)。 

VρZ   （3-32） 

ここで，ρ：物質の密度，V：音速を示す。 

上式より開発材料および空気の音響インピータンスを求めると，開発材料は 2.5～4.0×106 

Pa・s/m3，空気は 4.0×102 Pa・s/m3となり著しく異なることが示された。したがって，開発

材料中に存在する空隙は相互に音波が伝播しないと考えられる。 

 空隙構造を代表する指標である空隙率と圧縮強度，割線弾性係数および累積 AE エネルギ

との関係を考察した。図 3-31 に空隙率と圧縮強度，図 3-32 に空隙率と割線弾性係数，図

3-33 に空隙率と累積 AE エネルギとの関係を示す。空隙率と圧縮強度および空隙率と割線

弾性係数には負の相関が確認された。多孔質体の圧縮強度の気孔率依存性については多数

の実験が行われており，圧縮強度 σ と空隙率 P との間には，一次式や指数式の関係がある

ことが明らかにされている 11), 64)。 

)( aPσσ  10  （3-33） 

)exp( aPσσ  0  （3-34） 

ここで，σ0：P＝0 における強度もしくは実質部分の強度，a，α：正の定数である。同様に

空隙率と割線弾性係数との間にも，上式と類似した関係があることが明らかにされている

11)。本実験結果はこれらの既往研究と一致することが示された。割線弾性係数は，体積につ

いてほぼ加算的な物理量であることから，圧縮強度と空隙率との関係より相関が高かった

と考えられる。一方，空隙率と累積 AE エネルギについては，空隙率と圧縮強度や割線弾性

係数との関係と比較して相関が低かった。これはもみ殻灰置換率 50 %の累積 AE エネルギ

が低かったためである。このことから，累積 AE エネルギは，空隙率のみに依存していない

と推察される。 
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図 3-31 空隙率と圧縮強度の関係 

 

 

図 3-32 空隙率と割線弾性係数の関係 

 

 

図 3-33 空隙率と累積 AE エネルギの関係 
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 そこで，累積 AE エネルギと多孔質材料の結合力の積の関係を考察した。多孔質ペレット

の圧縮強度 σ と空隙率 P との関係は次式で表される 65)。 

2

1

dπ

kFP
σ

)( 
  （3-35） 

ここで，k：他の粒子との接点数，F：接触点での結合力，d：構成粒子の直径である。本研

究では上式を変形して，他の粒子との接点数 k と接触点での結合力 F との積を求めた。な

お，構成粒子の直径 d は 50 %粒径である 0.69 mm を用いた。図 3-34に累積 AE エネルギと

他の粒子との接点数 k と接触点での結合力 F との積の関係を示す。この 2 つの指標には，

回帰分析 1 %水準で正の相関があることが明らかになった。このことから，累積 AE エネル

ギは多孔質材料の結合力を表す指標として有効であることが明らかになった。この結合力

は，空隙率や結合材強度を合わせた指標であり，構造材料の材質評価指標として重要であ

る。例えば，ポーラスコンクリートにおいては，主に空隙率と結合材強度によって耐久性

が決定されることが明らかにされている 66)~ 68)。圧縮強度の推定式として次式が提案されて

いる 67), 68)。 

σ ＝ A exp (-Bx) （3-36） 

ここで，σ：圧縮強度（N/mm2），A：結合材強度（N/mm2），B：実験定数，x：全空隙率（%）

 

図 3-34 累積 AE エネルギと他の粒子との接点数 kと接触点での結合力 Fとの積の関係 
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を示す。ポーラスコンクリートの規準化や実用化にむけての課題として，空隙率や結合材

強度といった材質を定量的かつ非破壊で評価する手法の確立が必要であることが指摘され

ている 66)。本研究で扱う構造材料もポーラスコンクリートと同様に多孔質材料であり，そ

の空隙率や結合材強度といった材質評価手法を検討することが実用化に向けての重要な課

題であると考えられる。本実験結果より，圧縮強度試験の際に AE エネルギに着目すること

で詳細に材質を評価できることが明らかになった。このことから，材料の適切な維持管理

につながると考えられる。 
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3.6. まとめ 

 第 3 章では，もみ殻灰を内割り置換したセメント改良土を対象に，空隙構造と圧縮およ

び割裂破壊特性を明らかにすることを試みた。空隙構造は，細孔径分布試験，変水位透水

試験および保水性試験（加圧板法）から評価した。破壊特性は，AE 法およびデジタル画像

相関法を用いて割裂引張強度試験および圧縮強度試験から評価した。そして，これらに基

づいて，AE エネルギ指標を用いた材質評価法について検討した。検討の結果，以下の点が

明らかになった。 

 

(1) 細孔径分布試験結果より，もみ殻灰の置換率が増加すると，全細孔容積および平均細

孔直径が増加することが明らかになった。置換率 25 %以上では，置換率 10 %以下と比

較して，細孔直径 1.000 μm 以上の細孔が増加した。 

 

(2) 透水試験結果より，透水係数はすべての置換率において 10-5 m/s のオーダーであり，セ

メントの添加量の増加による大きな違いは確認されなかった。材齢 7 日と 28 日の透水

係数を比較すると，置換率 0 %および 10 %では，材齢 28 日で透水係数が 1/2 程度減少

することが明らかになった。置換率 25 %以上では材齢 7 日と 28 日で透水係数に変化が

みられなかった。 

 

(3) 保水性試験結果より，置換率 40 %～80 %では，0 %および 10 %と比較して，吸引圧の

高い部分でも水分が保持されていることが明らかになった。もみ殻灰置換率の増加に

伴い，保水力が増加したと考えられる。 
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(4) AE の波形解析結果より，最大振幅値が 1 V（80dB）以上では，AE パラメータから得

られる最大振幅値は波形データの最大振幅値より大きく評価されることが明らかにな

った。AE エネルギの算出には，相関が最も高い最大振幅値の 2 乗値の使用が適当だと

いうことが明らかになった。加えて，AE パラメータから得られる最大振幅値と波形デ

ータの最大振幅値との差が大きかったことから，AE パラメータから得られる最大振幅

値を指数近似曲線で変換することが有効だと考えられる。 

 

(5) 材齢 28 日での割裂引張強度は，0.05～0.12 N/mm2を示し，もみ殻灰置換率の増加に伴

って，割裂引張強度が低下した。割裂引張強度は圧縮強度の約 1/10 だった。デジタル

画像相関法より，ひび割れは供試体中心から 0.25～0.30 d（d：供試体直径）離れた位

置で発生することが示された。 

 

(6) 割裂引張強度試験において，エネルギ解放率が増加する以前に，AE エネルギが増加す

ることが明らかになった。供試体内部または画像解析では判別できないひび割れを AE

計測によって検出できることが示された。AE エネルギの重心位置は，全体の傾向とし

て，置換率が高いほど載荷初期に変化し，低応力下での顕著な AE エネルギ放出が示唆

された。これはもみ殻灰の置換率によって空隙構造が変化したためだと考えられる。 

 

(7) 圧縮強度がもみ殻灰置換率の増加に伴って低下した。圧縮強度の材齢 7 日から 28 日で

の増加率は，置換率 0 %から 40 %にかけて低下し，置換率 50 %以上から 2.50 倍以上に

急増した。置換率 50 %以上ではポゾラン反応によって圧縮強度が増加しただめだと考

えられる。 
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(8) 圧縮強度試験において，デジタル画像相関法から算出したひずみ分布結果から，置換

率 10 %以下と置換率 25 %以上で，横ひずみ分布が異なることが示された。空隙構造の

相違が破壊挙動に影響を及ぼしたと推察される。 

 

(9) 圧縮強度試験において，P 波速度と累積 AE エネルギとの間には 1 %水準で正の相関が

あることが明らかになった。累積 AE エネルギと，他の粒子との接点数と接触点での結

合力 F の積の関係には，回帰分析 1 %水準で正の相関があることが明らかになった。こ

のことから，累積 AE エネルギは多孔質材料の結合力を表す指標として有効であること

が明らかになった。圧縮強度試験の際に AE エネルギに着目することで詳細に材質を評

価できると考えられる。 

 

以上より，置換率 10 %以下と置換率 25 %以上では空隙構造が異なり，透水性や保水性にも

変化が認められることが明らかになった。もみ殻灰置換率が 50 %以上に増加すると，ポゾ

ラン反応によって圧縮強度が増加し，セメント改良土へもみ殻灰を混和することの有効性

が明らかになった。さらに，AE エネルギ指標を用いて，多孔質材料の結合力を推定できる

ことが明らかとなり，新たな材質評価法を構築した。 
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第 4 章 根圏の発達状況を指標としたもみ殻灰を活用した

緑化基盤材の設計 

 

4.1. 概説 

 緑化基礎工としての生育基盤材には，侵食や損壊等の防止に加えて，地域の生態系へ影

響を与えない材料であることが求められる 1)~3)。この研究対象である緑化基盤材に環境親和

性を付加する論点には，緑化初期から最終段階までの過程において安定した植生遷移を支

える生育基盤であるとともに，環境負荷を最小化する視点が含まれる。本章では，緑化基

盤材の要求性能を整理し，開発材料の適用性を，安定性，通気性，透水性および保水性か

ら検証する。具体的には，第 3 章で用いた透水試験，保水性試験，細孔径分布試験および

圧縮強度試験に加えて，開発材料を用いて造成した基盤上での植栽試験の 5 つである。こ

れらの試験の結果から，もみ殻灰の置換率の相違による空隙構造と根系の発達状況との関

係を考察する。4.2では，MgO改良土を対象として緑化基盤材の性能を評価する。根圏の発

達状況はフラクタル次元と葉色より評価する。4.3では，セメント改良土を対象として緑化

基盤材の性能を評価する。根圏の発達状況はフラクタル次元，根の到達深度および根の伸

長方向により評価する。4.4では，第 2章から第 4章までの結果を整理し，環境負荷量，耐

久性，植栽への適合性の 3 つの観点から，セメント改良土におけるもみ殻灰置換率の相違

が材料特性に与える影響を考察する。 
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4.2. 酸化マグネシウム改良土の緑化基盤材としての性能評価 

4.2.1. 実験材料および配合 

 配合を表 4-1 に示す。使用した材料は砂質土（土粒子密度 2.65 g/cm3），バーミキュライ

ト（気中乾燥状態における密度 2.67 g/cm3），もみ殻灰（密度 2.32 g/cm3）および稲わら繊維

である。MgOは砂質土とバーミキュライトの合計質量の 0 %, 0.5 %, 1.0 %, 3.0 %, 5.0 %, 

20.0 %（以下，MgO 0 %，MgO 0.5 %，…，MgO 20 %と示す）とした 6ケースとした。もみ

殻灰は砂質土およびバーミキュライトの合計体積の 5 %を置換した。稲わら繊維は砂質土体

積の 5 %混和した。3シリーズにおいて供試数 3で実験を行った。 

 バーミキュライトを混和した目的は，保水機能のためである。使用砂の粒度特性は，均

等係数：2.15 mm，曲率係数：1.26 mm，粗砂分：0.25 %，中砂分：62.10 %，細砂分：37.90 %

である。なお，密度は，砂質土においては JIS A 1202 に準じて行い，バーミキュライトおよ

びもみ殻灰においては密度（比重びん法）計測器 AccuPycⅡ1340（micromeritics社製）を用

いて測定した。なお，もみ殻灰は，市販のもみ殻燻炭を 425 µmのふるいで全通させた後に，

電気炉において 500 ℃で 1時間燃焼させて製造した。燃焼方法は急温・急冷とした。XRD / 

Rietveld 解析 4)によるもみ殻灰の非晶質量は 97 %であった（第 2章第 4節参照）。稲わら繊

維（品種：新潟県産コシヒカリ）は気中乾燥状態において平均長さ：1.2 cm，平均幅：0.5 cm

に切断し作製した。 

表 4-1 酸化マグネシウム改良土での植栽試験における配合（質量比） 

 

 

 

0% 0.5% 1% 3% 5% 20%

対照区 100.00 5.00 0.00 0.00 26.25 0.00 0.53 1.05 3.15 5.25 21.00

もみ殻灰
混和区

95.00 4.75 4.39 0.00 26.25 0.00 0.53 1.05 3.15 5.25 21.00

もみ殻灰・
稲わら繊維

混和区

95.00 4.75 4.39 0.13 26.25 0.00 0.53 1.05 3.15 5.25 21.00

MgO実験

シリーズ

砂質土 バーミ

キュライト
もみ殻灰

稲わら

繊維

水
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4.2.2. 実験方法 

 開発材料における植栽試験をトールフェスク 80 %，ペレニアンライグラス 20 %の混合種

子を用いて行った。試験地は屋外（新潟大学農学部圃場）とし，試験期間は 2014年 9月 9

日～10月 9日の 1か月間とした。雨天時には屋根をかぶせ，ポット下方から水がしみ出す

程度である 10~20 mlの給水を毎日行った。種子は 0.48 g（約 100粒）添加した。本研究で

は，機器を用いて吹き付けることが困難であったため，塩ビ管 KVP68（直径：6.8 cm，高さ：

2.5 cm）の容積の 1.2倍の体積から圧密させ充填することで吹付工の代用とした。種子は圧

密したときに高さ 2.0 cmの位置になるようにした。塩ビ管の底面には，穴をあけ排水溝を

設けた透明のプラスチック板を使用した。供試植物は 1か月後，地上部を切り取り，収穫

した。地下部（根）は可能な限り手作業で分別した。地上部，地下部のそれぞれを，炉乾

機を用いて 80 ℃で 48 時間乾燥させ，乾物重を測定した。 

 

4.2.3. 解析方法 

(1)フラクタル次元による根系発達状態の評価 

 画像解析の手順を図4-1に示す。根系の発達状況をフラクタル次元Dより定量評価した。

フラクタルとは Mandelbrot5)によって提唱された幾何学理論で，従来のユークリッド幾何学

では取り扱うことのできなかった形（微分が定義できないような形）を記述することがで

きるという特徴がある 6)。植物に対してフラクタルを応用した研究が多数なされており，例

えば植物の根系の発育形態を示すパラメータとしてフラクタル次元が有効であることが

Tatsumi らによって明らかにされている 7)。供試体底面写真（512×512 pixel）を取得し，色

相による二値化処理より根のみを抽出した。本研究では，色相の強度を 0～255で表し，最

適なしきい値を決定した。これは，数値が大きいほど強度が大きいことを示しており，し

きい値は相対的な値であるため単位は無次元量である。本解析ではしきい値を 70～100 に

設定した。フラクタル次元をボックスカウンティング法により算出した。ボックスカウン
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ティング法とは，画像を一辺の大きさが r の正方形の小領域に分割し，対象となる図形を

含む小領域の総数 N(r)を数えることによってフラクタル次元を求める解析方法である。一辺

の大きさ rと N(r)のそれぞれの対数値を横軸と縦軸にプロットすると右下がりの回帰直線，

つまりべき乗の関係式（4-1）が得られる。式（4-1）の D をフラクタル次元と定義する。

図 4-2に根圏の撮影画像と二値化処理後の画像を示す。 

N(r)＝k・r－D   （4-1） 

ここで kは定数である。なお，本解析では，rを 2，3，4，6，12，24，25，26，27，28 pixel

と変化させ，N(r)を画素数，式（4-1）の関係を満たす D は最小二乗法により算出した。 

 

 

図 4-1 画像解析の流れ 

 

 

図 4-2 根圏の撮影画像と二値化画像 

 

 

デジタルカメラによる画像取得

モード法による背景除去

RGB値ごとに画像を分解

RGBごとの濃度ヒストグラム作成

Red値・Green値の最頻値による
葉色比較

色相による二値化処理

フラクタル次元による
根系の発達状況の評価

側面写真 底面写真

撮影画像
（供試体底面写真）

二値化画像
（白色が根を表す）
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(2)葉色による生育性評価 

 葉色による評価には，分光光度計や色彩色差計（例えば，吉村ら 8)），リモートセンシン

グや地上撮影による写真解析（例えば，飯田ら 9)）が用いられている。本研究では，デジタ

ルカメラの撮影画像から RGB値を取得し，葉色を評価した。デジタルカメラ（OLYMPUS

社）を用いて，光源条件を一定にした室内において写真 4-1のように撮影を行った。記録

画素数は 3264×2448 pixelである。本論では，播種から 31日後の供試体を対象として画像解

析を行った結果について報告する。取得した撮影画像（側面写真）に対して，モード法に

よりしきい値を決定し，地上部の葉部分のみを抽出した。モード法とは，対象物と背景の

濃度差が大きく，ヒストグラムに明確な差異（谷）が生じているとき，その谷の濃度値を

しきい値とする処理方法である 10)。画像解析ソフトを用いて，地上部のみを抽出した画像

を RGB 値ごとのプレーンへ分解し，濃度ヒストグラムを作成した。Red値・Green値・Blue

値は，各色の強度を 0～255で表している。これは数値が大きいほど色の強度が大きいこと

を示している。本論では，Red 値および Green値の最頻値を用いて，シリーズごとの葉色を

比較検討した。 

 

4.2.4. 結果および考察 11) 

(1)もみ殻灰の混和による生育量の比較 

 植栽試験中の平均気温は 21℃，平均湿度は 70 %であった。写真 4-1に播種から 28日目の

植物生長写真を示す。写真 4-1よりMgO 3 %以上のとき，種子を混和した層で改良土にひ

び割れが発生しており，根の伸長の抑制も確認された。MgO 5 %以上では，表層部分でのみ

根の生育が確認され，芝草に少量の力を加えるだけで，芝草が改良土から抜けおちた。 

31日目の植物の地上部および地下部（根）の平均乾物重を図 4-3に示す。これら乾物重

に有意差があるか分散分析によって検定した。分散分析結果から，地上部の生長量および

根圏形成に対して，MgO添加率およびもみ殻灰・稲わら繊維の混和が有意差 1 %で影響す
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ることが明らかになった。もみ殻灰を混和することで植物生長を促進することが確認され

た。もみ殻灰および稲わら繊維の両方を混和しても，対照区と比較して，植物生長量は変

化しないことが明らかになった。MgO 0.5 %以上ではもみ殻灰混和区は対照区と比較して，

地上部乾物重が増加することが確認された。特に，MgO 添加率が増加するほど，対照区と

比較して，もみ殻灰混和区での地上部乾物重の増加が確認された。もみ殻灰混和区は対照

区と比較して，MgO 0.5・1 %：1.2 倍，MgO 3・5 %：1.6倍，MgO 20 %：2.3 倍増加した。

もみ殻灰を水田へ施用した場合，収量を増加させるとともに，Al，Mnの吸収を抑制し，P，

K，Siの吸収が増進する効果があることが報告されている 12), 13)。本研究においても，乾物

重が増加し，同様の結果を示したことから，MgOを添加しても，もみ殻灰の植物生長促進

の効果は変化しないと推察される。一方，稲わら繊維を混和することで，もみ殻灰の効果

 

 

写真 4-1 植物生長写真（播種から 28 日目） 

MgO 0 %

MgO 0.5 %

MgO 1 %
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(a) 地上部 

 

 

(b) 地下部 

*図中のエラーバーは標準誤差を表す。異なるアルファベットは，

Tukey法より p<0.05 であることを示す。 

 

図 4-3  MgO 添加率の相違による地上部および地下部の乾物重量の比較 
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が小さくなり，対照区との差が確認できなくなることが明らかになった。稲わら繊維が植

物生長量に及ぼす影響については今後検討していく必要があると考えられる。 

分散分析で地上部の生長量および根系形成に対してMgO添加率および稲副産物の混和に

おいて有意差が明らかになったことから，次にどのケースで有意差があるか検定を行った。

ルビーン検定より等分散であることが明らかになったことから，多重比較検定の Tukey法

を用いて平均値の差の検定を行った。地上部において，対照区およびもみ殻灰・稲わら繊

維混和区ではMgO添加率が 3 %以上となったとき，有意差 1~5 %でMgO 1 %以下と違いが

あることが明らかになった。もみ殻灰混和区では，MgO 5 %からMgO 1 %以下との有意差

が生じた。この理由としては，2点考えられる。1点目としては，Mgの過剰障害の可能性

である。嶋田は，Mgが植物の多量必須元素の中でアンモニウムイオンに匹敵する毒性を有

することを指摘している 14)。特に，Mg の過剰障害は根部の発育低下に影響を及ぼすことが

示されている 14), 15)。加えて，牛嶋らは，花崗閃緑岩を客土したキュウリ栽培において，Mg

過剰障害による葉のクロロシスの発生を明らかにしている 16)。2点目としては，MgO 添加

率の増加による土壌硬度が増加したことに起因している可能性である。植物生長および根

圏の形成は山中式硬度計 27 mm以上で不良となることが知られている 17)。実際，対照区に

おいて硬度を播種 7日目に測定すると，MgO 1 %で 8 mm，MgO 3 %で 35 mmとなることが

確認された。このことからも添加率の増加による硬度の増加が植物生長に影響を与えたと

推察される。 

 地下部の乾物重（根の乾物重）においては，対照区では，MgO 0.5 %および 1 %とMgO 3%

および 20 %に有意差 5 %の違いが確認された。もみ殻灰混和区ではMgO 0 %および 0.5%と

MgO 5%および 20 %に有意差が確認された。もみ殻灰・稲わら繊維混和区では，有意差は

確認されなかった。 
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(2)フラクタル次元による根系の発達状態評価 

 図4-4に各シリーズのフラクタル次元D，図4-5にシリーズごとの根圏の二値化画像（深

さ 2.5 cm底面部）の比較結果を示す。なお，MgO 3 %以上の時，対照区およびもみ殻灰・

稲わら繊維混和区においては底面部で根を確認することができなかったため，D=0とした。

もみ殻灰混和区では 3サンプルのうち 2サンプルで根を確認することができなかったため，

エラーバー（標準誤差）の表記を行っていない。MgO 5 %以上ではすべてのシリーズで底面

部において根を確認することができなかったためグラフ上の表記を省略した。図 4-4 より

対照区においてはフラクタル次元が MgO 添加率とともに 1/3 程度まで明らかになった。減

少することが確認された。一方，もみ殻灰混和区・もみ殻灰稲わら繊維混和区では，MgO 1 %

まで違いが確認されず，対照区と比較してフラクタル次元が大きいことが確認された。MgO 

0.5 %および 1 %では対照区ともみ殻灰混和区で Tukey法において有意差 1 %で確認された。

以上から，もみ殻灰を混和することで根が発達することが確認された。しかし，図 4-3 で

示した地下部乾物重の結果を比較すると，シリーズごとで差異は確認されなかった。根系

が深さ別でどのように分布しているかについては今後の検討課題として残る。 

 

*図中のエラーバーは標準誤差を表す。異なるアルファベット

は，Tukey法より p<0.05 であることを示す。 

図 4-4  MgO 添加率の相違による根系のフラクタル次元の比較 
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図 4-5 根圏の二値化画像（播種から 31 日目） 
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(3)葉色を用いた植物の健全度評価 

 Red 値および Green値の最頻値を用いて葉色を評価した結果を図 4-6に示す。どのシリー

ズにおいてもMgO 添加率が増加すると，Red 値が増加することが確認された。もみ殻灰を

混和したもみ殻灰混和区では，すべてのケースで他の 2 シリーズと比較して Red 値が小さ

いことが確認された。Red 値の最大値と最小値の差は，対照区：31，もみ殻灰混和区：22，

もみ殻灰・稲わら繊維混和区：33 であった。もみ殻灰混和区では他の 2 シリーズと比較し

てMgO添加率を増加させても Red値の増加量が小さい傾向にあることが確認された。Green

値においてはMgO添加率および稲副産物の混和の有無による違いは確認されなかった。 

 Green 値が変化を示さず，Red値が増加したことから，MgO 添加率が増加すると葉色の褐

色化が顕著になると推察される。もみ殻灰を混和することで葉色の褐色化が弱まり，稲わ

ら繊維を混和することで稲副産物を混和していないときとほぼ同様に葉色の褐色化がすす

むと考えられる。 

 図 4-7に葉色に含まれる Red 値と地上部および地下部の乾物重量の関係を示す。Red 値と

地上部および地下部乾物重量は負の相関があることが確認された（単回帰分析の有意差検

定の結果：有意水準 1 %）。特に，Red 値および地上部乾物重は相関が高かった（相関係数：

0.804）。Red値および地上部乾物重に負の相関が確認されたことから，現場への適用を検討

した場合，カメラにより簡易に生育性を判定することが可能であると考えられる。 

 以上の検討より，もみ殻灰を混和することで植物生長が 1.5倍すること，葉色の褐色化を

抑制すること，根圏が発達することが明らかになった。稲わら繊維を混和しても植物生長

を促進することができないことが示唆された。以上より，緑化基盤材への適用を検討した

場合，MgO 添加率を 1 %が適当であることが示唆された。 
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(a) Red 値 

 

」 

(b) Green 値 

 

*図中のエラーバーは標準誤差を表す。異なるアルファベットは，

Tukey法より p<0.05 であることを示す。 

 

図 4-6 葉色の比較（播種から 31 日目） 
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(a) 地上部 

 

 

(b) 地下部 

 

図 4-7 葉色と地上部および地下部の乾物重の関係 
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4.3. セメント改良土の緑化基盤材としての性能評価 

4.3.1. 緑化基盤材の評価指針 

 本研究では安定性（圧縮強度），通気性（空隙率），透水性，保水性，保肥性に関して性

能目標値を既往研究から設定した。表 4-2に性能目標値の一覧を示す。 

 安定性については圧縮強度を指標とした。一般に土壌硬度が増加するほど根の伸長は阻

害される。地盤改良マニュアルでは植物の根の生長が可能な改良土の圧縮強度を 0.3 N/mm2

以下としている 18)。このことから，本研究では，圧縮強度 0.3 N/mm2以下を性能目標値と設

定した。 

 通気性については，一般に，固相率 50 %，液相率 25 %，気相率 25 %程度のとき作物根

が生育しやすい分布状況であるとしている 19)。ポーラスコンクリートの設計・施工法に関

する研究委員会は，空隙率を 20～30 %で設計することを提案している 20)。以上を考慮して，

本研究では，空隙率 20 %以上を目標値と設定した。 

 透水性の指標は透水係数で表される。日本道路協会は植栽土壌において，植物がストレ

スなく生育するための必要な透水係数として 10-5 m/s以上と規定している 21)。人工土壌およ

びポーラスコンクリートにおいても同様に 10-5 m/s以上と規定されている 20), 22)。本研究で

もこれに準じて透水係数の目標値を 10-5 m/s以上と設定した。 

 保水性の指標に，都市緑化機構では，客土のように新たに土を搬入して緑化基盤を作成

する場合の品質基準として，真砂土および山砂の有効水分保持量は 60 L/m3以上と規定して

表 4-2 性能目標値 

 

圧縮強度 0.3 N/mm2以下 

空隙率 20 %以上 

透水性 10-5 m/s 以上 

保水性 pF1.5 で 60 L/m3以上 

保肥性 6 cmol/kg 以上 
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いる 22)。 

 一方，保肥性の指標には陽イオン交換容量（CEC）が用いられる。一例として，日本道路

協会は，植栽地として 6 cmol/kg以上であることが望ましいとしている 21)。本研究では，砂

質土を使用するとともに，肥料を混和しなかった。この理由は，粘性土や肥料混和の影響

を除外し，もみ殻灰の混和によるポゾラン反応の変化を明らかにするためである。このた

め，本実験では保肥性の検討を行わなかった。 

 

4.3.2. 実験材料および配合 

 実験材料は第 3 章第 3 節と同様な材料（砂質土，普通ポルトランドセメント，ガス化プ

ラントから排出されたもみ殻灰）を用いた。表 4-3 に配合を示す。植栽試験における実験

ケースは，もみ殻灰内割り置換率 40～80 %の 5ケースと対照区（セメント無添加）の合計

6 ケースとした。なお，この配合は第 3章第 3 節と同様である。 

  

表 4-3 配合（質量比） 

 

実験ケース 砂質土 
普通ポルトランド 

セメント 
もみ殻灰 水 

40 % 100.00 4.20 2.80 9.30 

50 % 100.00 3.50 3.50 9.30 

60 % 100.00 2.80 4.20 9.30 

70 % 100.00 2.10 4.90 9.30 

80 % 100.00 1.40 5.60 9.30 

対照区（砂質土） 100.00 0.00 0.00 9.30 

 

*実験ケース名の 40 %～80 %は，もみ殻灰内割り置換率を示す。 



123 

 

4.3.3. 実験方法 

 基盤材上において植栽試験を実施した。試験に用いた供試植物はイワダレソウ（Lippia 

canescens Kunth）である。試験サンプルは高さ：11.0 cm，幅：11.0 cm，奥行き：2.0 cmの

直方体を PET 樹脂板（厚さ：1.0 mm）で製作し，供試植物の苗を移植した。機器を用いて

吹き付けることが困難であったため，圧密させ充填することで吹付工の代用とした。上部 1 

cmに培養土として，底面には穴をあけ排水溝を設けた。 

 試験地は屋外（新潟大学農学部圃場）とし，試験期間は 2017 年 6 月 1 日～7 月 15 日の

45 日間とした。雨天時には屋根をかぶせ，ポット下方から水がしみ出す程度である 10~25 ml

の給水を改良土が乾いたときに行った。供試植物は 45日後，地上部を切り取り，収穫した。

地下部（根）は可能な限り手作業で分別した。地上部，地下部のそれぞれを，炉乾機を用

いて 80 ℃で 48 時間乾燥させ，乾物重量を測定した。45 日後の緑化基盤材の pH をポケッ

トマルチテスターPCST35（竹村電機製作所製）を用いて測定した。 

 

4.3.4. 解析方法 

 本研究では，播種から 45日後の可視画像を二値化処理することで，根の形状から発達状

況を評価した。評価指標は，根のフラクタル次元，根の到達深度（最大伸長量），根の伸長

方向（根の角度）とした。供試体側面写真（1400×1400 pixel）を取得し，明度による二値

化処理より根のみを抽出した。本研究では，明度の強度を 0～255で表し，最適なしきい値

を決定した。これは，数値が大きいほど強度が大きいことを示しており，しきい値は相対

的な値であるため単位は無次元量である。本解析ではしきい値を 43～75 に設定した。図 4-8

に供試体側面の可視画像と二値化処理後の画像を示す。 

 根の到達深度（最大伸長量）および根の伸長方向については，二値化処理後に粒子解析

することで算出した。根の伸長方向は，水平方向に対する角度を用いて評価した。角度は 0

～90°の範囲で表した。0°に近づくほど水平方向（地面と平行な方向），90°に近づくほ
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ど鉛直方向（重力方向）に伸長したと考えることができる。 

 フラクタル次元の算出には前節と同様に，ボックスカウンティング法を用いた。本解析

では，rを 2，3，4，6，12，24，25，26，27，28，29，210 pixelと変化させ，フラクタル次元

D を最小二乗法により算出した。 

 

4.3.5. 結果および考察 

(1)改良土の物理性に基づく性能評価 23) 

 本研究では，細孔径分布試験，透水試験，保水性試験，圧縮強度試験の 4つの試験結果

から，緑化基盤材の性能を評価した。 

 細孔径分布試験結果より，もみ殻灰置換率 0～80 %において細孔率は 25～33 %であり，

置換率が増加するほど細孔率が増加する傾向が示された。通気性の観点から評価すると，

すべてのケースで性能目標値である 20 %以上を満たすことが明らかになった。毛管孔隙率

は，置換率 0 %・10 %：4～5 %，25～50 %：8～9 %，60～80 %：11 %だった。植物が吸収

可能な有効水のほとんどが毛管孔隙を移動できる毛管水であることが明らかにされている

19)。このことから，毛管孔隙が最も大きい置換率 60 %以上で植物の生長が他のケースより

促進されると考えられる。 

 

(a) 可視画像         (b)二値化画像 

図 4-8 可視画像と根の二値化画像(播種から 45 日後) 
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 透水試験結果より，置換率 0～80 %のすべてのケースにおいて，透水係数は 10-5 m/sのオ

ーダーであることが示された。透水性の観点から緑化基盤材としての性能を評価すると，

すべてのケースで性能目標値である 10-5 m/sを満たすことが明らかになった。ただし，この

傾向は，砂質土の特性と結合材の添加方法に依存したためだと推察される。 

 保水性試験結果より，置換率 40 %～80 %では，0 %および 10 %と比較して，吸引圧の高

い部分でも水分が保持されており，もみ殻灰の混和量の増加に伴って保水力が増加するこ

とが示唆された。全体の傾向としては，吸引圧が大きいとき含水率が小さく，吸引圧が小

さくなるにつれて間隙保水成分が増加する傾向で，砂質土と類似した水分特性曲線を示し

た。このため，保水性の観点から評価すると，すべてのケースで性能目標値を満たさない

ことが明らかになった。高い保水性が必要な植物に対しては本材料の適用が難しいことが

示唆された。 

 圧縮強度試験結果より，材齢 7日において，置換率 40 %以下では圧縮強度が 0.3 N/mm2

以上，置換率 50 %以上では圧縮強度が 0.3 N/mm2以下だった。安定性の観点から評価する

と，置換率 50 %以上で性能目標値を満たすことが明らかになった。 

 以上の 4つの観点から緑化基盤材としての適用性を評価した結果，置換率 50 %以上で，

通気性，透水性，安定性の性能目標値を満たした。このことから，本研究では，置換率 50 %

以上に，置換率 50 %と類似した水分特性曲線を示した置換率 40 %および対照区を加えた 6

つのケースにおいて，植栽試験を行った。植栽試験を行うことで，もみ殻灰置換率の相違

による根圏の発達状況を比較した。 
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(2)根圏の発達状況を指標とした導入植物の生育性評価 

 図 4-9に地下部（根）の乾物重の結果を示す。写真 4-2に播種から 45日後の植物生長の

比較，写真 4-3に根量の比較写真を示す。置換率 80 %ではセメントを添加していない対照

区と同程度に根が伸長していることが明らかになった。前節で示したMgO改良土の実験結

果からも，もみ殻灰の混和によって，植物生長が促進することが明らかとなっている 11)。

セメント改良土の実験結果においても同様の傾向が示されたことから，セメントの添加率

が砂質土の質量比で 1.4 %（もみ殻灰置換率 80 %）以下では，もみ殻灰による植物の生長促

進へ効果があると考えられる。図 4-9より置換率が減少すると根の乾物重が減少すること

が明らかになった。置換率 80 %および対照区における乾物重と比較して，置換率 40 %およ

び 50 %では約 45%，置換率 60 %および 70 %では約 75 %に減少した。一方，圧縮強度試験

結果より，置換率 80 %の圧縮強度と比較して，置換率 40 %では約 6倍，置換率 50～70 %

では約 2～3倍が増加することが示された。これらの結果から，置換率の減少に伴って改良

土の硬度が増加したことで根の伸長が阻害されたと考えられる。 

 

 

*図中のエラーバーは標準誤差を表す。異なるアルファベットは，t 検

定より p<0.10 であることを示す。 

図 4-9  もみ殻灰置換率の相違による根の乾物重の比較 
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 根の乾物重は植物生長量のパラメータとして従来多用されており，特に炭素収支等を研

究するうえでは不可欠なパラメータであると認められている。その一方で，根の機能と直

接関係づけることが難しいと指摘されている 24)。そこで，本研究では，画像解析を用いて，

根の空間分布，根の到達深度（根の最大伸長量），根の伸長方向を合わせて検討した。 

 図 4-10にもみ殻灰置換率の相違によるフラクタル次元の比較結果を示す。対照区とその

他のケースで有意差 5 %水準が認められた。セメントを添加したケース間では有意差が認め

られなかった。対照区では乾物重が最も大きかったが，フラクタル次元が小さい傾向を示

した。対照区では観察面ではなく，容器内部で根が発達したためだと推察される。既往研

究において，特にボックスカウンティング法によるフラクタル次元の算出過程では，二次

根や三次根を除去してしまうという問題点も指摘されている 25), 26)。以上から，本実験結果

ではフラクタル次元によって根圏の発達状況を評価することが難しかった。近年，根圏の

発達状況を三次元で捉えるための技術開発が進められている 27)。一例として，マイクロ X

線 CT 法を用いて，分解能について課題が残されているが，根系の状態を評価できることが

明らかにされている（例えば，Maihoferら 28)）。今後，X線 CT 法を用いて根の三次元構造

 

*図中のエラーバーは標準誤差を表す。 

 

図 4-10  もみ殻灰置換率の相違によるフラクタル次元の比較 
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について検討していく必要があると考えられる。 

 図 4-11 にもみ殻灰置換率の相違による根の到達深度（根の最大伸長量）の比較結果を示

す。なお，根の到達深度の最大値は容器高さの 110 mm である。根の到達深度は，置換率

40 %および 50 %，60 %および 70 %，80 %および対照区との 3つの間で有意差を示した。置

換率によって根の到達深度に相違が生じた理由として，改良土の硬度，pH および保水力が

考えられる。まず，置換率の減少に伴い改良土の硬度が増加したことに起因する可能性が

考えられる。機械的抵抗の大きな土壌（硬い土壌）で生育した根は特異的な形態変化を示

すことが知られている。根の伸長速度が遅くなり，これに伴って根の長さが短く（浅根性）

になることが明らかにされている 29)。浅根となるのは，空隙率が減少し，根の伸長が抑制

されるといった物理的な作用だけではなく，いくつかの植物ホルモンが影響を与えている

と考えられている 24)。特に，その植物ホルモンとして，エチレンやエチレンの合成に関与

するインドール酢酸が着目されている 30)。本実験結果では，置換率 40 %および 50 %では，

実験ケースの中で最も到達深度が浅かった。空隙率を比較すると，置換率 40 %では置換率

 

*図中のエラーバーは標準誤差を表す。異なるアルファベットは，t

検定より p<0.10であることを示す。 

 

図 4-11  もみ殻灰置換率の相違による根の到達深度の比較 
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70 %以上と比較して約 3 %少なかった。加えて，圧縮強度を比較すると，置換率 40 %では

置換率 50 %以上と比較して 2～6倍大きかった。以上から，置換率 40 %において浅根性を

示したのは改良土の硬度に起因すると考えられる。一方，置換率 50 %に関しては，置換率

60 %と比較して圧縮強度が小さくかつ置換率 70 %と圧縮強度が同一であるにもかかわらず，

根の伸長が小さかった。このことから，改良土の硬度だけでは，根の伸長量の違いを十分

に説明できないと考えられる。そこで相違の理由として置換率による pHおよび保水性の相

違が考えられる。アルカリ性土壌ではカルシウム過剰によって鉄欠乏の症状が起きやすく，

植物の生長が抑制されることが明らかにされている 24)。本研究で pH を測定した結果，pH

は置換率 40 %：12.18，50 %：12.22，60 %：11.04，70 %：11.97，80 %：11.88であった。

もみ殻灰置換率が減少するとアルカリ化が進む傾向が確認された。このことから，土壌の

アルカリ化が根の伸長を阻害した要因の一つと考えられる。植物の根にとって土壌の保水

性および排水性は重要な環境条件であり，有効団粒の多い土壌ほど根の発達が良好である

ことが明らかにされている 24)。細孔径分布試験結果より，置換率 60 %および 70 %では 50 %

と比較して毛管孔隙率が約 3 %多いことが示された。加えて，平均細孔直径も置換率 60 %

および 70 %では 50 %と比較して 0.02 μm大きかった。保水力が増加し，空隙が大きくなっ

たことで，土壌硬度が同様または大きくとも根の伸長が促進されたと考えられる。 

 置換率 80 %および対照区では最大値の 110 mmであり，容器の底面まで根が到達した。

既往研究より，セメントを添加した緑化基盤材において，改良土の硬度の増加や強アルカ

リ化（pHの増加）の影響で，根の伸長が抑制されることが明らかにされている 31), 32)。本研

究でも，セメントの添加によって改良土の硬度が増加し，基盤材は強アルカリ性を示した。

それにもかかわらず，置換率 80 %と対照区の根の伸長量に有意差は示されなかった。供試

植物であるイワダレソウの適応できる土壌 pH が 4.5～9.033)と幅広いという特徴を有してい

ることを考慮しても，置換率 80 %と対照区では根の伸長量が同様であったことから，セメ

ント改良土においても，もみ殻灰には根の伸長を促進する効果があると考えられる。 
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 既往研究より，養分吸収には，根が長く伸長し，根系が利用できる土壌を開拓していく

ことが効果的であり，特にリン酸イオンやカリウムの吸収については，局所的な根長の増

加も効果があることが明らかにされている 34)~36)。Silberbushらは，土壌中のマスフローと拡

散によって根まで運ばれるイオンについて記述するモデルを微砂土壌でのダイズの根系に

適用したところ，根の伸長速度，根の伸長量，根の直径といった形態的なパラメータの方

が，根にかかわる生理的なパラメータより，カリウムの吸収量に顕著な影響を与えること

を明らかにしている 34)。Barder らは根長の増加により根相互間の距離が減少して吸収に競

合が生じる場合や，根長の増加に応じて根の直径が小さくなるような場合においても，根

の伸長量が増加することがカリウムの吸収に効果的であるとしている 35)。リン酸イオンや

硝酸イオンについても同様な計算がなされている。リン酸イオンは土壌中の移動速度が小

さいため，細い根であっても根が長くなることで吸収に有利に働くことが明らかにされて

いる 24)。このことから，置換率 60 %以上では養分の吸収が促進されたと推察される。 

  図 4-12 および図 4-13 にもみ殻灰置換率の相違による根の伸長方向の比較結果を示す。

伸長方向は水平方向に対する角度で表している。0°に近づくほど水平方向（地面と平行な

方向），90°に近づくほど鉛直方向（重力方向）に伸長することを示している。実験結果よ

り，すべてのケースで 75～90°の根の割合が最も大きいことが明らかになった。双子葉植

物の根系は幼根から発達した 1 本の主根を中心に形成される。主根は多くの場合強い正常

重力屈性を示し，植物体の直下に伸長する 24)。このため，75～90°の根の割合が大きかっ

たと考えられる。置換率 80 %および対照区では，その他のケースと異なり全ての方向に根

が広がっていることが示された。置換率 80 %では，機械的抵抗力が小さく，根の発達を阻 

害する要因が少なかったことに加えて，もみ殻灰による肥効が大きかったためだと推察さ

れる。置換率 50～70 %では，置換率 40 %と比較して，15～30°の根の割合が 4～6 %増加

した。置換率 40 %では，他のケースと比較して，改良土の硬度が大きく，根が狭い範囲で

伸長したと考えられる。機械的抵抗が根の分布範囲に影響を与えることが，既往研究から
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も明らかにされている 37)。次に，置換率 60 %・70 %と置換率 50 %を比較すると，置換率

60 %および 70 %では 60～75°の根の割合が大きかった。側根は傾斜重力屈性を示し，横あ

るいは斜め方向へ伸長する 24)。置換率 60 %および 70 %では 50 %と比較してより側根が発

達したと推察される。このような根圏の発達は，乾物重に対する考察でも記述した通り，

空隙構造の発達と保水力の増加によると考えられる。 

 

図 4-12  もみ殻灰置換率の相違による根の伸長方向の比較（単位:%） 
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(a) 40 %                                  (b) 50 % 

 

 

(c) 60 %                                  (d) 70 % 

 

 

(e) 80 %                                  (f) 対照区 

 

*0°に近づくほど水平方向（地面と平行な方向），90°に近づくほど鉛直方向（重

力方向）に伸長することを示している。 

 

図 4-13  もみ殻灰置換率の相違による水平方向に対する根の角度の分布 
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4.4. もみ殻灰置換率の相違が材料特性に与える影響 

 第 2章～第 4章の結果を踏まえて，環境負荷量，耐久性，植栽への適合性の 3つの観点

から，セメント改良土においてもみ殻灰置換率が材料特性に与える影響を考察する。図 4-14

に単位結合力あたりの CO2排出量と根系の形成の可否を示す。結合力は第 3章の式（3-35）

より算出した他の粒子との接点数 kと接触点での結合力 Fとの積である。単位結合力あた

りの CO2排出量は実質的な環境負荷量を示している。 

 図 4-14より，単位結合力あたりの CO2排出量は，置換率 50 %で最大値を示し，置換率

60 %で最小値を示したのちに増加する傾向だった。植栽を必要としない圧縮強度 1.0 N/mm2

以上の場合（置換率 0～25 %）には，もみ殻灰を混和しないほうが環境負荷量を低減できる

ことが明らかになった。次に，植栽が可能な置換率 40～80 %の場合について考察する。図

4-15に置換率 40～80 %における単位結合力あたりのCO2排出量と根の最大伸長量の関係を

示す。置換率 40 %および 50 %は環境負荷量が大きく，植栽への適合性が低いため，緑化基

盤材の必要条件を満たさないと考えられる。置換率 60 %～80 %では植栽への適合性が高く，

緑化基盤材として適用可能だと考えられる。その中で，耐久性や環境親和性を考慮すると，

置換率 60 %は，根圏が発達できるとともに，粒子結合力が大きく，環境負荷が小さいこと

から，本実験条件では適当な配合だと考えられる。 

以上のように，求められる要求性能によって，もみ殻灰の混和の有無やもみ殻灰の置換

率が異なることが明らかになった。 
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図 4-14  単位結合力あたりの CO2排出量と根系の形成の可否 
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図 4-15  もみ殻灰置換率が植栽への適合性・耐久性・環境親和性に与える影響 
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4.5. まとめ 

第 4章では，もみ殻灰混和したMgO 改良土およびセメント改良土を対象に，植栽試験を

行い，緑化基盤材としての性能を評価した。MgO 改良土では，ペレニアンライグラスおよ

びトールフェスクを混合した種子を用いて植栽試験を行った。フラクタル次元および葉色

を用いて根圏の発達状況を検討した。セメント改良土では，緑化基盤材としての性能を通

気性，透水性，保水性，安定性の観点から評価した。植栽試験はイワダレソウ（Lippia canescens 

Kunth）を用いて実施した。画像解析から根の到達深度および根の伸長方向を検討した。セ

メント改良土において環境負荷量，耐久性，植栽への適合性の 3 つの観点から，もみ殻灰

置換率の相違が材料特性に与える影響を考察した。検討の結果，以下の点が明らかになっ

た。 

 

(1) 地上部の生長量および根圏形成に対して，MgO 添加率およびもみ殻灰の混和が有意差

1 %で影響することが明らかになった。特に，MgO添加率が増加するほど，対照区と比

較して，もみ殻灰混和区での地上部乾物重量の増加が確認された。MgO を添加しても，

もみ殻灰の植物生長促進の効果は変化しないと推察される。 

 

(2) 対照区においてはフラクタル次元が MgO 添加率とともに 1/3 程度まで減少することが

確認された。一方，もみ殻灰混和区では，MgO 1 %まで違いが確認されず，対照区と比

較してフラクタル次元が大きいことが確認された。もみ殻灰を混和することで根が発達

することが明らかになった。 

 

(3) MgOの添加率が増加すると，Red値が増加することが確認された。もみ殻灰混和区では，

すべてのケースで他の 2シリーズ（対照区およびもみ殻灰・稲わら繊維混和区）と比較

して Red値が小さいことが確認された。 
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(4) もみ殻灰を混和したセメント改良土において緑化基盤材としての性能を評価した結果，

置換率 50 %以上で，通気性，透水性，安定性の性能目標値を満たした。 

 

(5) もみ殻灰置換率 80 %ではセメントを添加していない対照区と同程度に根が伸長してお

り，もみ殻灰の肥効が明らかになった。置換率 80 %および対照区における乾物重と比

較して，置換率 40 %および 50 %では約 30 %，置換率 60 %および 70 %では約 70 %に減

少した。置換率の減少に伴って土壌硬度が増加したことで根の伸長が阻害されたと考え

られる。 

 

(6) 根の到達深度は，置換率 40 %および 50 %，60 %および 70 %，80 %および対照区との 3

つの間で有意差を示した。深度の相違は，土壌硬度と空隙構造および保水力に起因する

と考えられる。 

 

(7) すべてのケースで 75～90°の根（鉛直方向）の割合が最も大きいことが明らかになった。

置換率 80 %および対照区では，その他のケースと異なり全ての方向に根が広がってい

ることが示された。置換率 80 %では，機械的抵抗力が小さく，根の発達を阻害する要

因が少なかったことに加えて，もみ殻灰による肥効が大きかったためだと推察される。

置換率 50～70 %では，置換率 40 %と比較して，15～30°の根の割合が 4～6 %増加した。

置換率 60 %・70 %と置換率 50 %を比較すると，置換率 60 %および 70 %では 60～75°

の根の割合が大きかった。  
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(8) 単位結合力あたりの CO2排出量は，置換率 50 %で最大値を示し，置換率 60 %で最小値

を示したのちに増加する傾向だった。一方，植栽を必要としない圧縮強度 1.0 N/mm2以

上の場合（置換率 0～25 %）には，もみ殻灰を混和しないほうが環境負荷量を低減でき

ることが明らかになった。 

 

以上より，改良土の物理性の観点からは，もみ殻灰置換率 50 %以上で性能目標値を満た

すが，根圏の発達状況を指標とすると，置換率 60 %以上からが緑化基盤材として適してい

ることが明らかになった。置換率によって，植栽への適合性，環境負荷量および力学性能

が変化することが明らかになった。このことから，要求性能によって，もみ殻灰の混和の

有無や混和量の最適値が異なることが明らかになった。 
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第 5章 結論 

 

 近年，環境問題の解決や社会の持続的発展を目指して，地域資源の活用による環境親和

性に優れた植物導入可能な構造材料の開発が求められている。地域資源のなかでも，稲作

地域では農業副産物であるもみ殻に対する有効な活用方法の確立が求められている。加え

て，緑化基盤材のような多孔質材料は低強度での破壊進行が予測されるため強度値を補完

する指標が必要である。 

 本研究では，もみ殻の活用による環境親和性に優れた緑化基盤材の開発およびその材質

評価方法の構築を目的としている。開発材料は環境親和性（二酸化炭素排出量の削減効果），

空隙構造および力学性能，植栽への適合性の 3 つの視点から総合的に評価した。材質評価

方法は割裂引張強度試験および圧縮強度試験に Acoustic Emission（AE）法を導入すること

で検討した。 

 材料の環境親和性は，新潟県で運用中のもみ殻ガス化コージェネレーションシステムを

対象として，ライフサイクルでの二酸化炭素排出量を試算することで評価した。システム

のエネルギ収支を概算した結果，もみ殻を活用することで，年間約 47 t の二酸化炭素排出

量が削減できることが示された。もみ殻灰で固化材を置換することで，固化材添加量の減

少に伴って，二酸化炭素排出量を削減できることが明らかになった。もみ殻およびもみ殻

灰を活用することで，環境負荷を十分に低減できることが明らかになった。 

 空隙分布および透水性，保水性を評価した結果，置換率の相違によって多孔質構造の物

性値へ及ぼす影響が異なることが示唆された。もみ殻灰の内割り置換率が 10 %以下と 25 %

以上で空隙分布が異なることが明らかになった。力学特性および破壊挙動は，AE法および

デジタル画像相関法を用いた割裂引張強度試験および圧縮強度試験から評価した。破壊力

学パラメータとの比較結果から，AE エネルギの有用性が明らかになった。累積 AE エネル

ギと他の粒子との接点数と接触点での結合力の積の関係には，1 %水準で正の相関があるこ
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とが示された。このことから，累積 AE エネルギは多孔質材料の結合力を表す指標として有

効であることが明らかとなり，AE 法を用いた新たな材質評価法を提示できたものと考えら

れる。 

 もみ殻灰を置換した MgO 改良土およびセメント改良土を対象に，イワダレソウ（Lippia 

canescens Kunth）を用いて植栽試験を行い，緑化基盤材として適している配合を検討した。

土壌の物理性の観点からは，もみ殻灰置換率 50 %以上で性能目標値を満たすが，根圏の発

達状況を指標とすると，置換率 60 %以上からが緑化基盤材として適していることが明らか

になった。さらに，耐久性や環境親和性を合わせて考慮すると，置換率 60 %では粒子結合

力が大きく，環境負荷量が少ないことが明らかになった。細孔径分布試験より置換率 60 %

では置換率 40 %，50 %，70 %，80 %と比較して，ゲル空隙率に変化がなく，粗孔隙率が最

小値を示した。このことから，置換率 60 %において最適な締固め条件であったため粒子結

合力が大きかったと推察される。 一方，植栽を必要としない圧縮強度 1.0 N/mm2以上の場

合（置換率 0～25 %）には，もみ殻灰を混和しないほうが環境負荷量を低減できることが明

らかになった。 

以上の成果より，要求性能によって，もみ殻灰の混和の有無や混和量の最適値が異なる

ことが明らかになった。本研究は，地域資源の循環利用を可能にし，地域の持続的発展に

つながるという点で有用性が高いと考えられる。今後，緑化基盤材の維持管理が課題とな

る中で，開発手法は性能評価において精度の向上に寄与できると考えられる。 
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